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GEOユース：アジア太平洋II

まえがき

未来は、いつも次世代のものです。次世代の関与及びリーダーシップなくしては、未来は持続可能になり
得ません。幸い、今日のユース（若者）はこれまでのどの時代よりも情熱的、そして積極的に環境問題に取
り組んでいます。ユース自身が行動を起こすのみならず、家族やコミュニティ（地域社会）、社会を大きく
動かし、現代における環境の課題に正面から向き合っています。イニシアチブはリーダーシップへ成長し
得ます。このためユースのエンパワメント（能力強化）は環境課題解決のスローガンだけでなく、基本信
条なのです。

特にアジア太平洋の我々にとって、環境問題はあまりにも身近です。急速な経済成長、都市化及びライフスタイルの変化は豊かな
生活の向上をもたらしました。しかし、この成長は天然資源の賢明ではない利用及び過剰な消費を伴ってきました。環境保護は環
境活動家だけではなく皆の問題です。他の世代に比べユースはこの事実を直観的に理解し、このことからアジア太平洋全域で大き
な存在感をもって変革をもたらしているのだと言えます。

このように変化をもたらそうと動いている多くのユースを国連環境計画は認識してきました。Young Champions of the Earth（地球
のユースチャンピオン）やAsia Pacific Low-Carbon Lifestyle Challenges（アジア太平洋低炭素ライフスタイルへのチャレンジ）等の
賞を通じ、国連環境計画はユースへの注目度を高め、ユースの変革を起こす権利を守ることに貢献しています。受賞者たちの取り
組みはこの世代のクリエイティビティや水平思考を反映しており、世代を越えてインスピレーションや良い影響を与えています。

ただし、依然として解決策には知識が必要条件です。これが「GEO ユース：アジア太平洋」を作成する運びとなった前提です。本報
告書は、環境を専門としないユースや若手専門家に向けて、現在の環境問題を明確に、また包括的にまとめたものです。地球に優
しい行動をさらに進めたい人や、アジア太平洋の環境におけるトレンドや課題への理解を深めたい人への出発点となるでしょう。

本報告書が、環境問題に対して実質的な方法で取り組む機会をユースに提供し、知識を構築し、私たち全員が直面している課題へ
の理解を広める手助けになることを願います。また、アジア太平洋の意思決定者がユースを支援し、エンパワメントをもたらすきっ
かけとなることを願います。最終的に、「持続可能な開発のための2030アジェンダ」はユースの努力なくしては達成できません。

Dechen Tsering
デチェン・ツェリン

国連環境計画アジア太平洋地域事務所 所長
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はじめに

環境を取り巻く状況は急激に変わりつつあり、今日のユースは、ピンチとチャンスの両方に直面しています。人口が増加す
るに従って、天然資源の減少が持続不可能な速度で加速しつつあります。同時に、私たちと環境との関係をよりよくするた
めに新たな分野が開拓され続け、私たちの世界をよりよく変えていくために野心的な目標が掲げられてきました。

持続可能な開発への指針として、193の国連加盟国により、「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が2015年に採択
されました。健全で適切に機能する地球環境が人類の社会的・経済的発展を達成するために不可欠であるという認識の
もと、この普遍的かつ野心的な世界的計画において、17の目標、169のターゲット及び230の指標が定められました。国連
は、世界のリーダー、政府、企業そして市民社会と共に、これら17の持続可能な開発目標（SDGs）を達成するための努力
を行っています（図1）。

図1：2015年に国連加盟国により策定された持続可能な開発目標（SDGs）
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ボックス 1：GEOユース：アジア太平洋
	

•	 第1章では、アジア太平洋地域の背景及び環境課題を解決する上でユースが果たす役割の重要性を記述します。

•	 第2章では、自然から受ける恩恵を再確認し、健全な生態系が人間の生存と幸福に寄与しているということを
示します。

•	 第3章では、大気汚染、水質汚染、食料安全保障そして廃棄物の不適切な管理が人間の生活に与える問題を
探ります。この章では環境保全と経済発展の両立を提唱します。

•	 第4章では、自然及び建造環境に言及し、レジリエントで（回復力のある）持続可能な未来に向けた選択肢を
提案します。

•	 第5章では、本報告書を作成するにあたり実施されたアンケート結果を含め、より良い未来へ向けたユースの
行動を紹介し、報告書を締めくくります。

それでは、今日のユースはどのようにして持続可能な開発に向けたこの世界的な動きの一員になれるのでしょうか？
SDGs はユースの生活にどのように関わっているのでしょうか？

より広い視野で見ると、今日のユースは、ビジネスや産業、科学技術、行政、教育などにおける変化に大きな貢献をして
いるのです。活気に満ちた、精力的で、熱心なユースは、社会を変えるチェンジメーカーとしての重要な役割を担っていま
す。繁栄と機会獲得、幸福を確実にし、そして次の世代の将来を確保するために、正しい選択をしていかねばなりません。

アジア太平洋のユースのための環境報告書 

本報告書は、学生や若手社会人を含めたアジア太平洋におけるユースを対象としています。地域の差し迫っている環境問
題の原因と影響の理解を促すために、3つの主要テーマ（自然環境、人間の健康そして建造環境）の知識を深めていくこと
を目的としています。
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本報告書のもうひとつの野心的な目標は、自然環境をより良く保護し、人々の健康を増進し、より持続可能でレジリエントな
まちづくりをしていくような行動や意思決定に、ユースが参画できるようにすることです。また、すべての地球のシステムは
相互に関連しているため、これらの環境課題もそれぞれが互いに関わりあっています。本報告書では、どのようにこれらの課
題が関連しているのか、なぜユースが環境について考えるべきなのか、そして、なぜユースがいま行動を起こすべきなのか
を述べていきます。

「理解してこそ、私たちは気にかけることができます。気にかけてこそ、私たちは救おうとするでしょう。
救おうとしてこそ、私たちは救われるのでしょう。」
                                                         
― ジェーン・グドール博士（国連ピース・メッセンジャー、霊長類学者、人類学者）
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地球上に人間が誕生して以来、若く、気立ての良い母なる地球は彼らを養うために一生懸命働いてきました。時間が経つ
につれ、人間の知能の向上、科学技術の進歩、そして環境の悪化を彼女は目にしました。

発展や繁栄の必要性に駆られて、人間は、容赦なく彼女から資源を獲得しました。次第に、母なる地球は老いて皺ができ、
彼女の髪は黒から白へと変わりました。やがて彼女の身体は人間の搾取を受けることさえもできなくなりました。母なる地
球は病気になりました。彼女の肺（森）、血（海）、そして腎臓（湿地）は深刻な被害を受けました。

母なる地球の不調に気づくことは、人間にとって転機となりました。彼らは、それまでの誤った行動を見つめ直し、そして少し
ずつ、母なる地球を救うために積極的な行動を取り始めました。ゆっくりですが着実に、母なる地球の身体の状態は良くなり
ました。人間はこう思いました「母さんは長い間、私たちを大切に育ててくれた。今度は、私たちが母さんを守る番でしょう。」

環境スチュワードシップ（環境に対する責任ある管理）には長期的な取り組みが求められます。このたったひとつの地球上
の未来を守るために、一人一人が、家庭、コミュニティ、そして職場で積極的な役割を果たす必要があります。

絵・文　Zheren Tang

1

4
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3

図2：母なる地球と私たち
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1.1   もう待っている時間はない、いま行動しよう！

世界中の多くの地域では、人間が生きていく上で不可欠な環
境への配慮や理解が不足しています。これらには、気候変動に
よる地球温暖化や予測不可能な気象パターン、またそれによ
る食料・水不足、都市公害による大気汚染、そして200年前に
始まった産業革命以降の開発による種の絶滅や生物多様性の
損失が含まれます。解決に向けた取り組みが不十分であった
結果、問題はより深刻になってきており、さらに環境悪化に関
連した死者数も増え続けています。

アジア太平洋には、大気や水の汚染、森林減少と生物多様性
の損失、農村から都市への急速な移住、食料不足、異常気象
の頻度の増加、ずさんな廃棄物管理など、環境への脅威が数
多くあります。環境行動と持続可能な生活の選択は、これらの
問題を軽減する可能性を秘めています。ユースは、環境的に好
ましい結果をもたらすように影響を与える能力と責任を有して
おり、深刻な環境問題の緩和に必要な社会的・政治的変化を
促すことができます。

1.2   問題を乗り越える

アジア太平洋は41カ国から成り（UNEP 2016）、これらの国々
は、多様な文化、人々、景観、そして天然資源を有しています。
また、世界の地表面積の30％を占めるのに対し、世界人口の
60％を支えるなど、世界で最も人口の多い地域となっています

（UNEP 2016）。この50年でアジア太平洋の人口は増加し、経
済成長の勢いを増しています（IMF 2018）。この地域の多くの
国では人々の生活水準が向上しています。しかし、この進歩は

地域の天然資源及びその脆弱なコミュニティの犠牲の上に成
り立ってきました。図3は、現在のアジア太平洋が向き合う可
能性と課題の概要を示しています。

世界のユースのほぼ半数がアジア太平洋地域に住んでいます
（UN-DESA 2017）。ユースが起こし得る革命は、喫緊の環境
問題への取り組みと持続可能な開発の推進に欠かせない力と
なります。アジア太平洋地域のユースは、どのような状況にあ
れども、自分たちのコミュニティの有力な一員であり、日常生
活の中でより良い環境づくりを推進する力を持ち、そして変化
を起こす主体です。すべてのユース一人一人が、地球環境問
題に取り組み、地域的かつ広範囲に変化をもたらす環境スチュ
ワードシップの意識を持たなければなりません。そうすること
で、彼ら自身と将来の世代のニーズ両方を満たす方向に近づく
ことができます（Brundtland 1987）。

1.3   アジア太平洋のユースが重要！

ユースの関心と責任は、地球の健全さに重要な影響を及ぼし
ています。その関心や責任は、両親から受け継いだ環境条件
の影響を受けます。今日のユースは、親の世代よりも平均寿命
が長くなると予測されていますが、将来的に住むことになる環
境は不健全なもので、生活の質が低下するといった、非常に現
実的な脅威に直面しています。幸いなことに、ユースは、イノ
ベーションや新しい形の行動や運動を発展させる才能や機会
に恵まれています。これによって、ユースは環境問題への画期
的な対策を生み、変化を起こす力強いチャンスを作り出すこと
ができます。
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3rd
largest

可能性 課題

課題 課題

可能性 可能性

社会
経済

生態

東南アジアには、世界で3番目に大きな森
林地帯（7億4,000万ヘクタール）と豊かな生
物多様性に恵まれた土地があります（FSC 
Asia Pacific Blog 2018）。

太平洋の15の島国の排他的経済水域とそ
れを結ぶ公海は、世界最大の保全地域です

（Govan 2017）。

アジア太平洋における野生生物の違法取引は24億米
ドルの産業であり、様々な種を絶滅に追い込んでいます

（UNODC 2018）。　

1998年、2010年、2016年に海面水温の上昇によって、サ
ンゴの白化が広がりました（Hughes et al. 2018）。世界
最大のサンゴ礁であるグレートバリアリーフは、2016年
から2017年にかけて、そのサンゴの3分の1を失いました

（Hughes et al. 2018）。

2015年には、世界の344件の災害の47％がアジア太平
洋の国々で発生し、世界で最も災害を受ける地域であり
続けています（UNESCAP 2016）。

農村部から都市部への
大量移住は、都市のス
プロール化や肥大化を
進めます。アジアの都市
人 口 は、2050年まで に
2倍以上になるでしょう

（UN 2018年）。

この 地域で は、1990年
代初頭から2010年代に
かけて、所得格差の拡
大が世界最大となりまし
た（UNESCAP 2018）。

アジアの人口は世界人
口 の 60 ％ を 占 め ま す
が、南極大陸以外のど
の大陸よりも飲料水の
量が少なく（1年間に一
人当たり3,920m3）、そ
の結果、重大な健康上
の問題が生じています

（Asia Society 2018）。

アジアの都市は急速に高等教
育、イノベーション、技術開
発の中心になりつつあります 

（ADB 2018）。

アジア太平洋は、世界の経済
成長の60％を占め、他のどの
地域よりも成長が著しくなっ
ています（Rumney 2017）。

人口増加と限りある資源
の獲得競争は、域内の食
料と水 の 安 全 保 障 に 影
響 を 与えるでしょう（UN 
2018）。

2014年には、アジア太平
洋は世界全体のCO2排出
量の33％を占めました。
大きな変化がない場合、
2030 年まで に 世 界 全 体
の45％を排出することが
予 想されています（ADB 
2012; Dixon 2016）。

気候変動は、災害に関連
した著しい経済的コスト
をもたらしました。1970
年から2015年の間に、財
産、作物、家畜への災害
による被 害 は、年 間520
億 米ドル から5,230 億 米
ドル以上に増加しました

（UNESCAP 2016）。

貿易と急速な技術進歩は、生
活水準の向上を支え続けて
います。アジアにおけるGDP
は、2010年の17兆米ドルから
2050年までに174兆米ドルに
増加するとされています。

1980年代から2000年代初頭
の間に世界全体の労働人口
は 倍 増し、その 増 加 の 半 分
はアジアにおけるものでした

（Freeman 2010）。

図3：アジア太平洋における経済的、社会的及び環境的な可能性と課題の概要
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ユースの力

今日のユースはコミュニティと市民社会を支える根幹を成して
います。彼らはすぐに新たな問題に気づき、草の根で道を切り
開き、そしてコミュニティに多大な価値を与える社会的変化を
もたらすのに最も適しています。また、市民教育と投票も、共
通の価値観と社会的・市民的権利及び義務への意識をもたら
すことから、ユースにとって同じく優先事項となります（Shaw 
et al.  2014; World Bank 2007）。忘れないで下さい、ユースの
声が重要です。ユースは、運動、ボランティア活動、参画、市
民参加を通じて、誰もが自分たちのコミュニティの積極的なメ
ンバーとなることができるということを心に留めておくべきです

（UN-DESA 2016）。情熱を持ったユースは、アジア太平洋に
おいて環境の持続可能性への変化を促すでしょう。

さあ参加しよう！ 

ユースは、政策対話において、そして地域や国の意思決定機
関の代表として、新たな気づきと先駆的な解決策を提示する
ことができます（UNDP 2013）。民主的なプロセスに参加する
ことは、ユースの権利を守り、環境の持続可能性に向けて開
発を進めていくことを可能にします（World Bank 2007）。今日
のユースは、これまで以上により情報に精通しており、独創的
なソリューションを生み出したり、ソーシャルメディアやクラウ
ドソーシングプラットフォームといった技術を応用したりする
ことができます（UN-DESA 2016）。実際に、国連の「持続可能
な開発のためのアジェンダ2030」に関する審議へのユースの
積極的な参画は、現在、その実施を支援しているといえます。
アジア太平洋の有望なリーダーとして、彼らのスキルと能力
は、同地域で必要とされる根本的な変革における鍵となります

（Palanivel et al.  2016）。

優れた変革のリーダーたち 

ユースは、開発をより環境的に持続可能で包摂的なものにする
ことができます。アジア太平洋の各政府にとって、国内のユー
ス政策を策定し、彼らへの投資拡大を確約することは、経済的
に理にかなっています（UNICEF 2013）。これには、環境の持続
可能性についての教育の強化、ユースのエンパワメントを促
すイニシアチブへの支援、ユースが開発プロセスに貢献する
機会の創出、または意思決定におけるユースリーダーの役割
の推進が含まれるでしょう。要するに、政府は、SDGs の達成
に向けた積極的な変革の主体かつパートナーとして行動する、
次世代の責任あるリーダーの育成を始めることができるのです

（Billimoria 2016）。

次の一歩を踏み出そう 

誰もが朝に目覚め、安全な飲み水にアクセスし、新鮮な野菜で
食事を作り、働きに出る時には澄んだ空気を深く吸い込む世界
を想像してみて下さい。私たちは皆、日常生活の中で意識的に、
環境や健康により良い結果をもたらすような選択をすることに
よって、この基本的な生活の質を享受することができます。今
日のユースは未来の環境を形作っていく上で重要な役割を果
たしており、私たちの未来を幸せで健康的な生活に変えていく
ことができます。地球は危険にさらされており、私たちが行動
を起こすのを待っています。私たちは、母なる地球の未来に希
望を与えることができるのです。
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2.1   自然の贈り物

アジア太平洋は非常に生物多様性に富んだ地域です。東南ア
ジアの熱帯雨林、コーラルトライアングルのサンゴ礁、温帯林
やメコン川流域は、地球上で最も豊かで貴重な生物多様性を
有しているとされています。さらにこの地域は、様々な動植物
から成る多様なエコリージョンとバイオーム（生物群系）を有し
ています。しかし、悲しいことにアジア太平洋地域はいままで
に類を見ないほどの生物多様性の損失と環境破壊に直面して
います。人間の幸福に関わるこれらの自然環境の保全は喫緊
の課題です。

この章では、人間の幸福に関わる地球システムの社会的、経済
的及び生物学的価値についてまとめます。人間がどのようにし
て自然から多くの恵みを享受するのかを示し、土地、淡水、沿
岸・海洋、都市の4つのシステムを取り上げます（図4）。また、
実生活での事例を通じて、いかに自然が人間の幸福において
重要かを示します。

2.2   土地システム： 生命の種 

私たちの社会、文化、生活様式は森林、木々、植物、土壌といっ
た土地システムと絡み合っています。私たちの生活は生態系の
産物やサービスの上に成り立っていることから、これらの価値
に対する認識が高まっています。アジア太平洋地域での土地シ
ステムは、生産、再生、保全、保護地域・ランドスケープといっ
た機能によってグループ化できます。それぞれが人間に多様な
利益をもたらし、SDGs 達成に不可欠なもので、食料安全保障、
貧困の根絶、農村部の生活水準向上、生物多様性と生態系機
能全般の保全に貢献するとともに、人為的変化に対する地球
のレジリエンスを向上させます。

森林は野生生物や人間にとっての宝庫 

森林は生物学的にみて最も豊かな陸上システムです。熱帯、温
帯そして北方林は、動植物や微生物の多様な住処となってお
り、膨大な陸生種を有しています(ACB 2011)。例えば東南アジ
アの広大な熱帯林（ボックス2）は、豊富な雨や温暖な気候によ
り、動植物の多様性を生態的、経済的そして科学的に支えてい
ます。

また、アジア太平洋地域の熱帯林は、ミツバチ（ボックス3）、鳥
類、コウモリによって受粉される果実や野菜の生産を通じて世
界の食料供給に大きく貢献しています。これらの花粉媒介者が
世界の穀物生産の35％を担い、世界の87もの主要穀物や植物
由来の薬品の生産に影響を及ぼしています。しかし、花粉媒介
者となっている生物の減少により、この食料供給の持続可能性
が危ぶまれています。2016年、生物多様性及び生態系サービ
スに関する政府間科学- 政策プラットフォーム（IPBES）は脊椎
動物の媒介者の16.5％は土地利用の変化、集約農業、農薬使
用、環境汚染、外来種、病原菌や気候変動により世界的に絶
滅が危ぶまれていると報告しました（IPBES 2016)。原生林は二
次林や劣化林などと比べて食料生産に適しており、生物多様性
と受粉サービスに極めて重要な関係性があると示されています

（Hicks et al.  2014）。
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人間の健康と
幸福

持続可能な
コミュニティ

資源安全保障

気候変動

生態的利益

豊かで
多様な生物
多様性

安全な
飲料水

豊かで
多様な生物
多様性 豊かで

多様な生物
多様性

カーボン
シンク

サンゴの
白化予防 文化的

サービス

自然に
適応した
都市

多機能な
ランド
スケープ

炭素貯蓄

淡水システム

土地システム

都市システム

沿岸・
海洋システム

図4：地球の自然システムは人間の健康と幸福につながる多くの資源を供給してきました。	
4つのシステム－土地、淡水、沿岸・海洋、都市－は、持続可能なコミュニティを支え、	
天然資源を保護し、気候変動を緩和し、十分な生態的利益を提供する重要な基盤です。
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ボックス2：森の庭師たち　

東南アジアでは、インドネシア・スマトラの熱帯林に生息するスマトラオランウータンが重要な役
割を担っています。彼らは木の実を食べ、森を移動する中でその種をまき散らして熱帯林の生物
多様性維持に寄与しています（Campbell-Smith et al.  2011）。またこのオランウータンは文化的
にも大切な役割を担っており東南アジアの象徴としてみなされています。

東南アジアでは、湿性熱帯林の18％が政府により保護されています。しかし、農地転用やパーム
油の世界的な需要増加、その他の人為的要因によって、これらの森林とそこに住む野生動物は一層の危機に直面していま
す。インドネシアのボルネオ島やスマトラ島では、パーム油のプランテーション拡大が森林や土地、土壌の劣化をもたらす
ことで大きな問題となっています。

ボックス3：ミツバチよ、はちみつをおくれ！ 

ミツバチは単なる受粉媒介者ではありません、栄養価が高く、またあるコミュニティでは
貴重な薬とされているはちみつを作り出します。ミツバチはまた、社会的、経済的関係に
も関与することがあります。ヒマラヤ高地にあるネパール・ジュムラ地方の標高の高い地
域に暮らす農民たちのように生計を立てる手段が限られている者たちにとって、養蜂は
唯一の収入源となります。こうした農民たちは米を育てるのに適した土地がないため、は
ちみつを米やその他の食べ物などと交換したり、はちみつを担保に標高の低い農地を借
りたりしています（Partap et al.  2014）。

オランウータンリハビリテーションセンター（スマトラ）
出典：Dave59, UNEP

養蜂
出典：Kaipara Flats, unsplash
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CO2と水の吸収

植物は主要な温室効果ガスである二酸化炭素（CO2）を大気か
ら吸収し、炭素（C）を土壌に蓄え、酸素（O）を放出します。熱帯
林を保護することで世界のCO2排出量は8％削減可能で、気候
への影響を緩和できることが示されています( 図5)。

図5：植林は大気からのCO2吸収における最も安価かつ効果的な方法であり、
持続可能な水供給を確保するカギとなります。

酸素

8%

75%

二酸化炭素

炭素

熱帯林保全により
世界のCO2排出量を
8％削減

森林は農業・家庭・都市・産業・
環境等の用途で利用可能な
世界の淡水の75％を提供

落ち込んだら森林浴を！　

森林にはレクリエーション、審美、ストレスの緩和といった効果
があり、人々の健康と幸福にとって重要な場所です。森林浴は
精神疾患やうつ病抑制の効果があり（Bratman et al.  2015）、生
活の質を向上させストレスを軽減させます（Yu et al.  2016）。日
本の研究では、森林浴が男女ともに被験者の免疫力を大幅に
上げたことが確認されています（Li 2010）。森林は人間の健康
にとってかけがえのないものを提供しており、このような自然と
の関係性はバイオフィリアと呼ばれています。
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ボックス4：クブチ砂漠での緑化

中国で7番目に大きいクブチ砂漠の約1/3が、官民そしてコミュニティの連携により緑の
オアシスに生まれ変わりました。これまで30年以上にわたり、亿利公益基金会（エリオン）
とそのパートナーは、6,200km2以上の砂漠を緑化し、10万人以上の農民や牧夫を貧困
から救い出し、740億米ドル以上の生態学的な富と自然資本を創出してきました（UNEP 
2017）。

クブチ砂漠
出典：Elion Group

経済開発の需要が高まるにつれて、アジア太平洋の森林はま
すます危機的な状況に陥っています（ボックス2）。森林減少と
劣化を食い止めるひとつの方法はそれらを守るための政策手
段やイニシアチブを作ることです。IPBES によると、共同参加型
森林管理や生態系サービスへの支払い（PES）、劣化した森林
の再生等により、1990年から2015年の間に、森林面積は北東
アジアで12.9％、南アジアで5.8％増加しました。PES のような
プログラムは、政府や民間企業に対して、森林やその周辺で暮
らす人々の土地を再生し守るための資金提供を可能にしまし

た。例えば中国では、農民たちが森林再生のために政府から
資金提供を受けています（Yang and Lu 2018）。

私の庭のSATOYAMA（里山）

保全価値の高い陸地は多くの利益をコミュニティにもたらしま
す。ASEAN 遺産のような保全地域は原生林等で構成されてお
り、人間により改変された環境とは異なります。しかし、保全地
域の分類は、地域の持続可能性を可能にする選択肢や機会を

バイオフィリア― 他の生命体とのつながりを求めること。

バイオフィリアの仮説は、審美的・知的・認知的・精神的意味や充足感を満たすために、
人間が自然や他の生命体とのつながりを求める先天的な性質を持っているとしている（Wilson 1984）。

ビタミンN（Nature：自然）に関するMing Kuo の話を聴いてみよう！

   
https://www.youtube.com/watch?v=JGh8CqS4HLk

ビデオリンク

https://www.youtube.com/watch?v=JGh8CqS4HLk
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ボックス5：家庭菜園―特別な食料生産システム

バングラデシュ、インド及びスリランカの研究によると、気候変動の影響にもかかわらず、家庭菜園の構成は1961年から
2010年の間に変化が見られません（APN 2010）。所有者が効果的かつ効率的な適応策を取り入れることで、家庭菜園の生
態系は気候変動に対してレジリエントとなり、多様性を維持するとともに家庭用の食料の確保が可能となりました。具体的
な適応策として、播種期の変更、伝統的な農法の採用、土壌・水保全や灌漑技術の活用、新しい野菜の品種の栽培等が挙
げられます。家庭菜園は比較的狭い面積に多くの種類の品種を栽培しており、こうした複雑な構成が土壌動物や昆虫、鳥類
等の生物多様性保全において重要な役割を果たしています。日本では、家庭菜園が食料をシェア（おすそ分け）する文化を
促しており、社会・経済の変化や自然災害に対するレジリエンス向上に貢献しています（Saito et al.  2018）。

提供する土地利用の多様性を特徴とする社会生態学的生産ラ
ンドスケープ・シースケープ（SEPLS）へと徐々に移行しています

（Cumming 2011）。多様な機能を持つSEPLS は、コミュニティ
の幸福度向上に不可欠なものであり、自然と人間の長期的な関
係性が構築されることで外的な影響やストレスに対して耐性を

持つものです（Takeuchi 2016）。SEPLS の概念は地域の生計向
上、森林破壊の抑制と森林の質の向上、より良いガバナンスの
強化という3点において、ミャンマーやラオス、タイのコミュニ
ティフォレストリー（住民参加型林業）の概念と関連しています。

知っていますか？
日本では、自然と人間が共生する場所を里山と呼んでいます。家庭菜園がどのようにすれば多機能性を備えた
レジリエントな農業生態系となり得るのかについて、事例を見てみましょう。

    

https://www.youtube.com/watch?v=PtF0R2JXAQ8

ビデオリンク
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2.3   淡水システム：生命の噴水　

淡水システムは、人間のニーズ、農業、工業生産、文化的な活
動、生態系保全に便益を提供する特定の生態系機能を有する
重要な資源です（図6; Sandin and Solimini 2009; Millennium 

図6：淡水システムは、水量・質の調整、生息地と生物多様性の保全、生理学的プロセスの均衡といった
生態系機能を提供しています（Grizzetti et al.  2016; Sandin and Solimini 2009）。

淡水システムは人間の生存に直接的・間接的に関連する様々な生態学的な便益を提供しています。

Ecosystem Assessment Board 2005）。川、湖、沼地、水田等、
アジア太平洋地域の淡水システムは非常に多様です。同地域
は世界の淡水資源のうち38％のシェアを占める一方、世界人口
の60％が集中しているため（UNEP-WCMC 2016）、水の供給に
関する激しい競争が起こっています（WWF-ADB 2012）。

生態系機能

水質調整

供給サービス

調整サービス

文化的サービス

水量調整 生息地保全

生態系サービス

食料	 飲料水	 薬品	 発電

水のろ過	 洪水を防ぐ緩衝作用

レクリエーション
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きれいな飲料水へのアクセス

安 全 な 飲 料 水 は 人 間 にとって不 可 欠であり（Kumpel et al.  
2018）、またこれはSDG6「安全な水とトイレを世界中に」と密
接に関係しています。人間は、体内細胞を保ち、体内の状態
を一定に保つ恒常性（ホメオスタシス）を維持するために、毎
日水分を摂取する必要があります（Gleick 2009; Institute of 
Medicine 2005）。体内の水分バランスを維持するために、成
人男性で1日3.7リットル、女性の場合2.7リットルが一般的に必
要と言われています（Sawka et al.  2005）。

アジア太平洋では、約5億5,400万人、つまり人口の12.5％が安
全な飲料水にアクセスできていません。同地域の大きな課題
は、感染症、寄生虫また乳幼児に致命的な影響を与える病気
に関わる水資源の汚染です（World Health Organization 2016; 
Singh et al.  2001; Rahman et al.  1997）。水に関係した病気が
与える影響は深刻で、南アジアや東南アジアの人口のうち30％
は人間の排泄物で汚染された水を飲んでいると推測されてい
ます（Bain et al.  2014）。幸いにも、1990年代からきれいな水
の供給比率は大幅に上がっていますが、同じ国の中でも都市
と農村での飲料水の供給格差は依然として大きいものとなって
います（図7; UNICEF 2017）。

水が経済活動を支える

アジア太平洋各国の国内総生産（GDP）成長率は急速に伸びて
います（Asia-Pacific Water Forum 2018）。ここではGDP は市
場価格をベースに最終財・サービスの支出から総輸入を差し
引いたものとし（OECD 2018）、農業及び製造業が大部分を占
めています（Statista 2018）。発電所の稼働、紙・パルプ生産、
化学及び電気電子産業等が含まれ、雇用を支えています。これ

らはすべて、製品の製造や栽培において、安定的な淡水の供
給を必要としています。

それでは、それぞれの産業で製造に必要な水は厳密にどのく
らいなのでしょうか？ウォーターフットプリントと呼ばれる指標
を使って定量化することができます。ウォーターフットプリント
とは、個人・事業・地域・国・作業工程等で使用及び消費され
た水の量を統合的に表す指標で、ウォーターフットプリントネッ
トワーク（https://waterfootprint.org/en/water-footprint/）の
指針と国際標準化機構（ISO）の国際標準に基づくものです（図
8）。

アジアでは、労働人口の約1/3が農業で主要な生計を立てて
いますが、高所得国では雇用の5％未満に過ぎません（ADB 
2016）。農業部門では、主な水利用は灌漑用であり、インドや
パキスタンをはじめ多くの国では総取水量の90％以上を占め
ています（Galang 2016）。中国やインド等、アジア各国の主
な作物はコメであり、主食であると同時に主要な商品作物と
なっています（Venkatesh 2016）。例えばバングラデシュでは、
コメの栽培は雇用を創出し農村に収入をもたらすことで貧困
緩和の一助となっています（Sayeed and Mohammad Yunus 
2018）。

https://waterfootprint.org/en/water-footprint/
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図7：アジア太平洋における都市、農村、それらの合計の飲料水と下水設備の使用状況の
2000年から2015年の傾向（UNICEF 2017）
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図8：主な農作物のウォーターフットプリント　
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洪水の緩衝　

洪水は大雨、暴風雨、満潮、津波、そしてダム・堤防・調整池
等の決壊によって起こります。アジア太平洋地域は自然災害を
受けやすいとされており（UNESCAP 2016）、甚大な損失・被
害を受ける可能性があります。例えば、ネパールの貧しい地
域は、その地形やモンスーンの豪雨などによりしばしば洪水
に見舞われ、大きな損失や被害を受けています（Devkot and 
Karmacharya 2004）。1980年以降、毎回の洪水により平均200
人が亡くなっているとされています（UNDP 2009）。

淡水域、氾濫原、湿地（図9）そして河川域は生息地としてだ
けでなく洪水を自然かつ効果的に調整する機能を有してい
ます（Palmer and Richardson 2009; Millennium Ecosystem 
Assessment Board 2005）。それぞれが陸地から流れてくる水
を調節しており、氾濫原や川岸の植生が洪水を防ぐ緩衝の役
割を果たしています。こうした機能なしには、より頻繁に大き
な洪水が起こるリスクが増えるでしょう（ボックス6; Palmer and 
Richardson 2009）。
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図9：湿地は重要な生息地であるとともに、人間に広範囲な生態系サービスを提供しています
（Gregg and Wheeler 2018; ADB 2016）。特に、洪水を自然に調整する重要な機能を有しています
（Kadykalo and Findlay 2016）。湿地はスポンジのような働きをする天然の貯水池の役割を果たし、

水を貯え、洪水被害の緩衝となります（Kusler and Riexinger 1986）。

湿地の機能

地下水涵養
（かんよう）

水流の
エネルギーを
分散

汚染物質や
土砂をろ過
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きれいな水を放流
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細菌や微生物が
汚染物質を分解

泥炭地が水を
貯える

水をゆるやかに
放流

時間

暴風雨

湿地

湿地なし

この図は湿地が雨水流入のピークをゆるやかにすることを示している。
出典：Kusler 1983

流
量
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ボックス6：スリランカ・コロンボにおける湿地保全の取り組み 

洪水が頻発するスリランカ・コロンボの中心地には約2,000ヘクタールもの湿地がありますが、毎年23.5ヘクタールずつ消滅
しています。日本開発政策・人材育成基金（PHRD）や防災グローバル・ファシリティ（GFDRR）からの資金援助が洪水緩和や
都市の湿地デザインに関する研究をサポートしています。現在、世界銀行の支援を受け、コロンボの自治政府はベッダガナ
湿地公園の保全・再生に向けた政策・人材育成基金（MCUDP：コロンボ首都圏都市開発プロジェクト）を立ち上げました。

予定では、その地域で生活を営む約280万人が直接的・間接的に恩恵を受け、湿地に関わるレクリエーション施設により約
1,360万米ドルの収益が見込まれています。　

2.4   沿岸・海洋システム：生命の海　

アジア太平洋の沿岸と海洋システムは世界中で最も生産性の
高いダイナミックな生息地となっており、人々に広範な利益を
もたらしています（Laurans et al.  2013; Brander et al.  2012; 
Fortes 1991）。コーラルトライアングルのサンゴ礁（Foale et al.  
2013）やベンガル湾に位置するスンダルバンのマングローブ
の森（Perry 2011）を含む世界で最も重要な沿岸地域はアジア
太平洋地域にあります。これらの沿岸で生み出される生態系の
財とサービスは77億米ドルもの自然資本価値があると推定さ
れています（UNEP/COBSEA 2010）。しかし、この自然資本は急
激な人口増加と経済成長により脅かされるかもしれないのです

（IPBES 2018）。

沿岸・海洋生態系の富

アジア太平洋は世界で最も沿岸・海洋生物多様性に富む地
域とされています（UNDP 2014）。例えば、6つのアジア太平
洋諸国にまたがる570万km2のコーラルトライアングルは、世

界の生物多様性のホットスポットとされています（Foale et al.  
2013）。これらの生態系本来の生物学的価値は多くの社会的、
経済的価値を支える根幹ともなっています（図10）。海洋と海洋
資源を持続可能な開発に向けて保全し、持続可能な形で利用
することを目指すSDG14を通じて、海洋ははじめてグローバル
な優先事項となりました。

沿岸・海洋生態系には、資源の劣化や自然災害から人々を守る
ような重要な調整サービス機能があります（Jones et al.  2012; 
Colls et al.  2009）。さらにこれらの生態系は、観光業などで雇
用を創出する他、持続可能な漁業を可能にします（Bennett 
et al.  2014; Samonte-Tan et al.  2007）。例えば、漁業により生
活の安定を得ることは、特に漁獲や海産物の販売に係わる女
性など、地域への影響が非常に大きいのです（Monfort 2015; 
Harper et al.  2013）。他の地域では、生態系の他のサービスと
同等に信仰や文化的な重要性もあります。ひとつの例として、
地域の生態系により影響され形作られた太平洋諸国の伝統的
な知識システムが挙げられます（Forsyth 2011）。
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図10：沿岸・海洋システムが人々の幸福に与える生態学的便益の概要及び現状・主な脅威

出典：Gisen et al.  2006; Wikinson 2008; Burke et al.  2011; UNEP 2006, 2016
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さらに海洋は気候を調整するという重要な役割を担ってお
り、地球上最も大きな炭素吸収源です。約93％の二酸化炭
素が藻類、魚類、サンゴといった海洋生物に蓄えられています

（Khatiwala et al.  2009）。フィッシュカーボンと呼ばれる新し
い概念（Toomey 2018）は、様々な海中の脊椎動物の炭素相互
作用を指しており、これらの炭素が空気中に放出されれば地球
温暖化を助長していたであろうと言われています（UNEP 2018; 
Rogers et al. 2014）。公海の生態系では、年間約15億トン以上
の二酸化炭素が魚や他の海洋生物の中に蓄積されていると予
測されました（Rogers et al.  2014）。地球温暖化によって作り出
された余分な熱は海へと放出されています。アジア太平洋の
国々は海洋の気候変動緩和における役割とSDG13「気候変動に
具体的な対策を」達成への貢献を認識する必要があるでしょう。

健全な沿岸・海洋生態系を維持することは沿岸部に暮らす約
10億人の幸福を保証するとされています（Talaue-McManus 
2006）。2026年までに3億2,500万人が沿岸部に居住すること
が見込まれているため（UNEP 2016）、アジア太平洋の沿岸コ
ミュニティを守るために沿岸・海洋生態系への統合的な取り
組みが必要です。現在、沿岸・海洋生態系、特に南アジアと東
南アジアのサンゴ礁が危機的な状況にあります（IPBES 2018）。
生物多様性条約（CBD）愛知目標の中間評価には「広範囲に
わたる沿岸開発と海洋資源の持続不可能な開発によりマング
ローブ及びサンゴ礁の40％以上が消失し、漁業資源の減少に
つながっている」と記されています（UNEP-WCMC 2016）。サ
ンゴ礁が受ける被害の原因は主に汚染物質と気候変動であり

（ボックス7）、食料安全保障、観光、海洋生物多様性全般に関
連があります（IPBES 2018）。

    ビデオリンク

   https://vimeo.com/295991431

   出典： Toomey, J. “Fish Carbon, Exploring Marine Vertebrate 
   Carbon Services” . Animated video, produced by GRID-Arendal 	
   and Blue Climate Solutions, 23 Sept. 2018,

https://vimeo.com/295991431
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出典：The Ocean Agency; XL Caitlin Seaview Survey; Coral Reef Image Bank.

ボックス7：気候変動によって世界最大のサンゴ礁を失うことになるのでしょうか？

オーストラリアの北東沿岸部に位置するグレートバリアリーフは世界最大のサンゴ礁です。この壮大な生命構造は宇宙空間
からも見ることができるのです！ 1981年に世界遺産に登録され、グレートバリアリーフは全長2,300km、約344,400km2にも
及びます。

グレートバリアリーフの最近の悲劇と言えば、その全域で確認されたサンゴ礁の死です（Hughes et al.  2018）。2014年初め
に、気候変動により海水温度が上昇したことでサンゴの白化現象が発生しました。白化はその後3年間続き、約29％のサン
ゴが死滅しました。

グレートバリアリーフの状況をモニタリングしてきたサンゴ礁研究者テリー・ヒューズのインタビューをご覧下さい。

      ビデオリンク
   
   https://www.theguardian.com/environment/video/2016/jun/07/coral-bleaching-has-changed-
   the-great-barrier-reef-forever-video

2016年に起きた大規模な白化現象の前後のサンゴ礁の様子です。海面温度の上昇により褐虫藻を放出することで
サンゴ礁の白い骨格が透けて見える白化現象が起こり、高い割合でサンゴ礁が死滅します。

https://www.theguardian.com/environment/video/2016/jun/07/coral-bleaching-has-changed-the-great-barrier-reef-forever-video
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海洋のレジリエンス　

海洋保護区は沿岸部と海洋生態系を効果的かつ公平に保全し
管理する区域とされています（UNEP 2017; Elliott et al. 2011）。
同時に、海洋保護区は自然やそれに関係する生態系、文化的
価値の保全にもつながります（Neumann et al.  2015）。アジア
太平洋地域の国々は、世界の先頭に立って海洋保護区を指定
しています（ボックス8）。2004年から2017年の間に、同地域で
保護された海洋地域は13.8％増加しました（IPBES2018）。北
東・東南アジアやオセアニアの多くの国々が愛知目標の目標
11（海洋の10％の保護）達成に向けた軌道に乗っており、また
これはSDG14「海の豊かさを守ろう」で掲げられた海洋生物多
様性保全に対する国際的な取り組みを強化するものとなります

（Rees et al.  2018）。

アジア太平洋地域のコーラルトライアングルは多くの海洋保
護区を有し、一切の漁獲活動が禁止され各国機関が管理する
ノーテイクゾーンも存在します。こうした広範囲の管理に向け
て、Flower et al.  （2013）は、アジア太平洋の沿岸・海洋地域の
様々な影響に対応し、住民の長期的な持続可能性を確保する
にあたり、生態系を活用した統合・調整アプローチを提唱して
います。管理がうまくいけば、4つの地域でみられたように海洋
保護区は貧困削減（SDG1：貧困をなくそう）、食料安全保障の
確保（SDG2：飢餓をゼロに）、そして雇用創出に資することが
可能です（図11; van Beukering et al.  2013）。多くのSDGs 目標
の達成に貢献する他（UNEP 2017）、海洋保護区とその生態学
的便益は愛知目標へも貢献し（Rees et al.  2018）、気候変動へ
のレジリエンスを強化することでSDGs 達成をさらに後押しす
るでしょう（図12; Nippon Foundation-Nereus Program 2017; 
Neumann et al.  2015）。

効果的に計画され管理された海洋保護区は、生息地、生物の
種、生態機能を保護するとともに、生物多様性、生産性そして
レジリエンスの回復、保護、向上にも役立ちます（Reuchlin-
Hugenholtz and McKenzie 2015）。海洋保護区の拡大は、健
全な海洋生態系からの便益を高めることにつながります。さ
らに、人間の行動に影響を与え海洋環境への負荷を減らす強
固なガバナンスが海洋保護区をより効果的なものとするのです

（UNEP 2017）。アジア太平洋地域では、広大な海洋保護区の
効果的な管理が課題となっています。保護区拡大には成功して
いるものの、IPBES（2018）は種の損失率の低下は見られない
と報告しています。このことは、関係するすべてのステークホル
ダー（利害関係者）が参画してアジア太平洋の天然資源を適切
に管理する喫緊の必要性を示唆しています。
　

2.5   都市システム：住みやすく持続可能な環境

都市システムはより高い生活の質に関わり、都市の住人に健
康、文化的、娯楽的、経済的利益等をもたらします。都市システ
ムは社会と多層的につながった時に見られる複雑で適応性の
ある社会生態システムによって特徴付けられます( 図13)（Nady 
2016; Grimm et al. 2008; Bolund and Hunhammar 1999）。都
市開発によって都市システムの中の人工緑地は天然のものより
も拡大する傾向にあります（Bolund and Hunhammar 1999）。
都市システムは直接的または間接的に人間の生活に影響する
ため、都市システムによるサービス（利益）に対する満足度は、
たとえ提供されるサービスの種類や質に違いがあろうと、郊外
のうっそうとした深い森林が提供するサービスよりも高いとさ
れています。
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ボックス8：東南アジアの海洋保護区の例：管理とアプローチ

•	 中央政府、自治体、学界、民間企業のステークホルダーから
構成されるトゥバタハ保護地域管理委員会により管理

•	 厳格なノーテイクゾーンであり、フィリピン最大の海洋保護区

•	 共和国法10067（TRNP 法）により法的・制度的フレームワークを
提供

•	 観光客から徴収する保護費により事務運営費等の経費をカバー

出典：http://www.tubbatahareef.org/home

•	 海洋水産省により管理

•	 サメとエイを保護する法律を制定した東南アジア最初の海洋
公園で、保護区域を設置してこれら危機にある大型動物相の
保護を促進

•	 海洋保護区が直接観光収入を得て運営費に充当（地方機関の
持続可能な資金モデル）

出典：Agostini et al.  2012.

トゥバタハ岩礁海洋公園（1988年）

ラジャアンパット海洋公園（2007年）

北と南の岩礁・サンゴ礁
合計130,028ヘクタール
出典：Dave Harasti

7つの海洋保護区を含む
合計1,185,940ヘクタール
出典：Sutirta Budiman on Unsplash

http://www.tubbatahareef.org/home
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図11：アジア太平洋の4つの地域での貧困三要素削減への相対的貢献

出典：van Beukering et al.  2017

出典：Nippon Foundation-Nereus Program 2017
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図12：SDG14「海の豊かさを守ろう」を達成することによる他のSDGsへのコベネフィット（相乗便益）

海洋汚染防止

持続可能な海洋生態系達成

海洋酸性化の影響最小化

乱獲禁止

海洋地域の10％を保全
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機会	 エンパワメント	 安全
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健全な都市システムは経済便益を生み出し、人間の健康や幸
福を促進する上に審美的な効果もあります（Davies et al.  2017; 
Chiesura 2004）。シンガポールを例に挙げると、都市の緑化
を開発計画の要と位置付けていることを強調しています（Tan 
2017; Tan et al.  2013）。シンガポールは、環境を犠牲にしない
経済発展モデルを構築するために、初の環境計画（SGP：シン

図13：都市システムは人工的なようですが現代の都市の持続可能性において重要な役割を果たします。
図の通り、都市の住人は都市域の生態系から大きな便益を得ることができます。

都市システム

ガポールグリーンプラン）を1992年に策定しました（Ministry 
of the Environment 1992）。新たな課題や方策を検討するた
めに定期的に見直しを行い、大気汚染の抑制、水利用と廃棄
物管理の効率改善、公衆衛生の維持に焦点を当てたSGP2012
がその後策定されました（Ministry of the Environment and 
Water Resources 2016）。　

 

レクリエーション／文化的価値	
空気浄化（大気の調節）	

マ
イ

ク
ロ

ク
ラ

イ
メ

イ
ト（

微
気

候
）調

節

	

下
水

処
理（

水
処

理
） 

 雨水排水（流量の調整）
	

 騒音軽減 （音量調節）



27第2章  生命の循環 27

緑地と人々の健康　

都市の生態系が住民にもたらす最大の便益は、健康とレク
リエーションです。人間は自然へのアクセスがしやすい方が
心身ともに健康であるとする研究が数多く存在します（Ulrich 
1984）。さらに、都市の生態系は、都市の住民と自然を結びつ
ける効果があり（Clos 2015）、自然への関心を高めます。韓国
を例に挙げると、緑化された都心部への満足度が高いとされ
ています（Park et al.  2016）。

特に人口が1,000万人以上のメガシティでは緑地の設計と管理
は非常に重要です（APUFM 2017）。アジア太平洋には現在17
ものメガシティがあり、その数は2030年までに人口の急増と都
市の発展により22まで増加すると予測されています。アジア太
平洋の中国や韓国といった国々では、急速に発展する都市の
持続可能性を高めるために、都市の緑化やアーバンフォレスト
リー（森林や木材の活用）に関する様々な政策を策定・実施し
ています（APUFM 2017）。2017年、国連食糧農業機関（FAO）
はアジア太平洋都市森林会合（APUFM）を2度開催し、2 回目の
開催国であった韓国は、市民の生活の質向上と都市の持続可
能性促進を目指すソウルアクションプランを策定しました（ボッ
クス9）。

都市での暮らしと自然の調和

都市が発展するにつれ、近隣の森林は縮小され（Estevo et al.  
2017）、結果として生物多様性や生息地が消えていきます（Kim 
and Park 2011; Hahs et al.  2009）。一方で、自然と都市生活の
より広範かつ深い調和を目指すことで、生物種の数を増やしレ
ジレンスを高めるなど、より都市は「自然化」されるかもしれま
せん（図14）（Boada and Maneja 2016）。例えば、大きな公園
は多くの生物の生息地となります（Sing et al.  2016; Yuan and 
Lu 2016）。しかし、他の地域と比べてみるとアジア太平洋地域
では、都市の生物多様性維持に関する研究が比較的少ないの
が現状です（Botzat et al.  2016; Beninde et al.  2015）。

都市の動物相について、プラスの影響として都市の生物多様
性サービスの充実、マイナスの影響としてインフラの被害など
があります。しかしながら、都市の生物多様性は、人間の幸福
度を測る重要な指標であるとともに、地球の変化をモニタリン
グし、自然との調和を図る都市の取り組みを評価するツールに
もなり得ます。生物多様性に富んだ都市の方がレジリエントで
あり、季節の植物鑑賞や動物との共生を楽しむなどの多様な自
然の便益を住民に提供できます（図14）。都市の生物多様性を
深く理解することは、人間と地球との関係向上につながります。
つまり、持続可能な都市が未来への希望になるということです。
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ボックス9：ソウルアクションプラン―SDGsとの連携　

ソウルアクションプランは2017年に韓国・ソウルで開催されたAPUFM の参加者によって策定されました。プランでは、今後
10年で達成されるべき目標と活動に向けたガイドラインを示しています。ソウルアクションプランを通じて、韓国はSDG11（都
市住民の生活の質向上に向けた環境政策策定、都市周辺での森林・グリーンインフラ整備、持続可能な未来に向けた都市
づくりを通じた持続可能な都市・コミュニティの達成）に寄与することを目指しています。

プランは8つの目標（よりグリーンな都市、よりクリーンな都市、より涼しい都市、より健康な都市、より包摂的な都市、より生
物多様な都市、より豊かな都市、より安全な都市）を掲げています。各目標において、主要なアクション、指標とターゲット、
主要な実施者、資金、タイミング、成果、SDGsとのリンクが示されています。以下は目標1「よりグリーンな都市」についてです。

出典： APUFM 2017

誰が実施？

資金

アクション

国連機関、各国機関、地方機関、
大学等の学界、自治体、NGO、民間企業

国連機関（UN-HABITAT、FAO）、
アジア開発銀行、アジア欧州財団（ASEF）

•	 緑化に関する情報収集・調査、様々な	
環境的要素の検討

•	 生態系サービス評価・モニタリングに	
向けた教育／研究プログラムの策定

•	 アジア太平洋の現況に関する定期的な	
報告書の作成

よりグリーンな都市の成果

SDG 11

•	 アジア太平洋の都市において緑化面積を
2027年までに少なくとも10％増やす（現
在の緑化率が10％の都市の場合には
11％に増やす）

•	 住民一人当たりの緑化面積を2027年まで
に2017年比で少なくとも10％増やす
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図14：本当に元気付けられます！ シンガポールでは、ビロードカワウソが70年代～80年代にかけて
見られなくなったことから絶滅したと考えられていました。しかし、90年代に都市の湿地に再びその姿を

現したのです。2007年以降、セラングーンやプンゴルにある人工貯水池、マリーナベイ、
チャンギ空港といった都心に住むようになりました。こうした場所は、

人間がいるものの、カワウソにとって十分な餌のある安全な場所のようです。

出典：Jeffrey Teo, Otter Watch Singapore



GEOユース：アジア太平洋30

ちょっとしたコツとお勧め：	

•	 森林や川、海を訪れる時には、写真だけを撮り、足跡だけを残しましょう。

•	 植樹や川の清掃活動、海洋ゴミを拾うダイビング等の有意義な活動に参加しましょう。

•	 都市により多くの木を植えることは、景観を美しくするだけでなく、都市に生息する野生生物の避難所を作ることに
もつながります。

2.6   自然の贈り物を育む　

この章では、それぞれのシステムがどのようにして生態学的な
役割を担い生物多様性と人間の幸福に便益を与えてきたかを
見てきました。これらの多様なシステムは複雑に関わりあって
おり、互いにプラスやマイナスの影響を与える場合もあります

（図15）。

アジア太平洋地域は人間と自然の相乗関係のために多くの機
会を提供しており、地域の自然資本は人間の幸福と生存のた
めに財とサービスを提供しています。私たちと共存しているこ
の生命の循環の健全性は、持続可能な開発の達成において役
割を担います。自然に関わる今日の決断は、私たち自身の幸福
のみならず次世代の幸福に影響します。まだ少し残る自然環境
を守る力のあるいまこそ変化を起こす時なのです。

しかしながら、この循環は過度に利用され過ぎています。自然
との共生、そして天然資源の持続可能な利用はまさに喫緊の
課題です。第3章では、人為的な環境問題とそれらが人間の健
康と幸福に与える影響に焦点を当て、私たちがいますぐに行動
を起こさなければならないということを強調します。
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図15：沿岸部の人々が気候変動に適応する上で生態系が担っている役割を探り、
沿岸部の生態系を活用した適応について学びましょう。

リンク：http://web.unep.org/coastal-eba/what-is-coastal-eba

http://web.unep.org/coastal-eba/what-is-coastal-eba
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ボックス10：有機農家の石綿信之さん

石綿さんは化学肥料や農薬、殺菌剤等を一切使わずキウイフルーツを栽培する若手農家です。化学肥料等を使わないこ
とで土壌が柔らかくなり、雨水を吸収しやすくなるだけではなく、様々な生物の生息地にもなるそうです。彼のインタビュー
を見てみましょう！

https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth

   ビデオリンク 

https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth
https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth
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3.1   幸福のための発展

毎日、ユースの多くは自転車や自動車、バス、電車、地下鉄あ
るいはボートに乗って学校や仕事に行きます。何か調べたい物
事が出てきた時には、自分のモバイル機器ですぐにチェックす
ることができます。夜に勉強や夜更かしをする時には十分明る
いライトがあります。おおむね十分な食料があり、お腹がすい
たら最寄りのコンビニに寄ることができます。私たちの生活は
100年前よりも非常に便利になっているのです。しかし、その便
利なライフスタイルは本当に持続可能なのでしょうか？私たち
は、自然環境の維持と経済発展のバランスを取ろうとして、危
ない橋を渡っているようです（図16）。私たちは実際に周りの環
境を汚染・汚濁することによって自身の生活を危険にさらして
いるのです。なぜこのようなことが起こっているのでしょう？ 経
済的な幸福あるいは環境的な幸福のいずれかを選択しなくて
も、環境を犠牲にせずに持続可能な開発を目指すために出来
ることはありますか？

3.2   将来の世代に水を

過去の世代は、膨大な量の水を必要とし、多くの汚染物質を排
出する経済に依存した産業と消費社会を築いてきました。それ
はいまユースにどのような影響を与えているのでしょう？ そし
てその現状に対して何ができるでしょうか？

図16：危険にさらされた私たちの生活

親の世代が塩を食すと、
子の世代は水を渇望する。
（ベトナムのことわざ）

大気

成長 富

都市化 人口

土地 食料

ライフライン

発展

水
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図17：アジア太平洋の水利用の傾向（出典：UNEP 2016）

何が起こっているの？ 確かに生活の質は良くなってきている
…でも私たちはこれまで以上に消費している

一人当たりの水使用量は減少していますが、人口増加の結果
として水総使用量は増加しています。アジア太平洋は現在、世
界の水使用量の半分以上を占めています。幸いなことに、技
術の進歩のおかげで、35年前と比較して同等の経済的収益を
生み出すために使用する水の量は減っています（図17; UNEP 
2016）。

公害…水も口を濁さないで

人口増加と経済成長の結果として、家庭及び産業廃水、農業流
出水及び廃棄物埋立地浸出液からの水質汚染は、アジア太平
洋で大きな問題となっています。同地域における一般的な汚染
物質には、有機物、窒素やリンなどの栄養素、溶解塩、重金属、
農薬、化学物質などが含まれます。

沿岸侵食と広範囲の地下水の抽出による塩水の侵入は、一般
的に沿岸地域で見られます（UNEP 2016）。下水設備はアジア
太平洋地域において主要な汚染源であり続けています。2015
年現在、アフガニスタン、カンボジア、インド、キリバス、ネパー
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ル、パプアニューギニア、ソロモン諸島、東ティモールの50％
未満の人々しか安全な下水設備を利用できておらず、それら
の地域では何千万人もの人々が病気になっています。安全で
ない水と下水設備が原因で、身体に障害をきたしたり死に至る
ことさえもあるのです（Anand 2012）。太平洋の島嶼国・地域
は、人口の増加、気候変動及びライフスタイルの変化の結果と
して、限られた水資源の汚染という大きな課題に直面していま
す。環礁では、地下水が淡水レンズの形で賦存していますが、
そこでは淡水がより軽くなり、海水の上に浮かぶという現象が
起こります。これらの貴重な淡水レンズは非常に脆弱で、トイ
レの使用等、人間の活動による開発や汚染の影響を受けやす
くなっています（図18; Kayanne 2017）。

水がなければ楽しくない！ オリンピック

私たち人類は皆、生きていくのに水を必要としますが、オリン
ピック・パラリンピック大会も同じく水を必要とします。夏季大
会の30％（全42競技のうちの12競技）、冬季大会の100%（全
15競技のうちの15競技）で直接的に水を使用しています。そし
て、サッカー場の芝・ビーチバレーの砂浜に撒く水や、アスリー
トが口にする飲料水など、間接的に水を使う場合なども含める
と、すべてのオリンピック・パラリンピック大会に水が必要なの
です。

水はあらゆる形態で環境を循環します（図19）。水が汚染され
ると、赤ちゃんのミルクやプールに使用される水になるまでに、
膨大な量のエネルギーと化学物質が浄化のために必要になり

図18：環礁での非持続可能（左）と持続可能（右）な水利用方法

出典： Kayanne 2017
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ます。さらに、農薬や医薬品など、従来の処理方法では完全に
除去できない化学物質もあります。大好きなアスリートや子ど
もたちが泳ごうとする度に、危険な物質を飲ませたいと思う人
はいるでしょうか？

図19：水循環とオリンピック

パラリンピック競技で活躍する日本の瀬立モニカさんのインタ
ビューを見て下さい（ボックス11）。プロのパラリンピック選手
ですが、私たちと同じユースです。私たちにも何かできるので
はないでしょうか？

夏季大会 直接的な
水の使用

30% 100%

冬季大会 輸送

スキー

カヌー

水泳

スケート

降水
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ボックス11：GEO-6に対するユースの声：パラカヌー選手の瀬立モニカさん

瀬立さんは日本のパラリンピック・カヌー選手です。彼女はにこやかに、カヌーが自身を障がいから解放したことを伝えてく
れています。カヌー競技は水に大きく依存しており、毎日水中または水上で過ごしています。水質やゴミのような物理的な
障害がアスリートのパフォーマンスを変える可能性があると述べています。詳細についてはビデオをチェックして下さい。

https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth

   ビデオリンク 

問題は分かったのだけれど…
では何をしたら良いのでしょうか？ 

資金、技術、能力構築、科学と政策の結びつきの強化など、実
施手段を確実にすることが、より環境に優しく、より明るい未来

を実現するための第一歩として認識されています。

発展途上国が大量の資源や排出を伴う生産を必要としない低
炭素社会を速やかに実現することができるように、発展段階を
飛び越えたリープフロッグ型の社会変容の道筋が模索されて

https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth
https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth
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きました（UNEP 2015）。こうした社会変容の実現にあたっては、
あらゆるステークホルダー間の協力と、私たち一人一人の関与
が重要です。
 

次なる課題は窒素？ 

国連環境計画は、窒素汚染の脅威に対抗するために、経済協
力開発機構（OECD）及びさまざまな国際機関と提携していま
す。窒素とリンの循環は、プラネタリー・バウンダリー（地球の
限界） - 人類が安全に活動できる範囲 - を超えたリスク領域に
あると確認されています（Rockstrom 2015）。国際社会は炭素
排出量の問題を解決するために一致団結しようとしています
が、今度は窒素のために同じことができるのでしょうか？

3.3   大気汚染、それは避けられない脅威

私たちが生きていく上で絶対的に必要なもののひとつは、呼吸
に適したきれいな空気です。人類を含むすべての生物が生き
残るために必要な空気は、大気から摂取されます。空気を清潔
に保つには、生態系にあるすべての要素が必要です。例えば、
人間を含むすべての動物が必要とする酸素は、植物が空気を
ろ過し、汚染物質を消散させることによって作られます。

しかし、ある過程は大気中の有害物質を生み出しています（図
20）。気体の大気汚染物質として、スモッグ、煙害、酸性雨の一
因となる窒素酸化物及び硫黄酸化物（NOx、SOx）があります。
成層圏に存在するオゾン（O3）は、紫外線が地表に届かないよ
うにする役割があり、生命に欠かせません。一方で地上に存在
する過剰なオゾンは人間の健康、作物そして気候に悪影響を
及ぼす可能性があります。

大気汚染物質
酸性雨

スモッグ

NOx

TMs

PAHs

BC

As
Pb

Cd

O3

SOx

煙害 粒子状物質
（PM10, PM2.5）

図20：大気汚染物質とその人間への悪影響

NOx	 - 窒素酸化物
O3	 - オゾン
SOx    - 硫黄酸化物
TMS	 - テトラメチルシラン
As	 - ヒ素
Cd	 - カドミウム
Pb	 - 鉛
PAHs	- 多環芳香族炭化水素
BC	 - ブラックカーボン（黒色炭素）
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有害物質は、粒子状物質（PM）と呼ばれる空気中の小さな粒子
としても存在しています。大きさはバラバラで、大きいものが
PM10、細かいものがPM2.5と呼ばれており、天然物と人工物どち
らもあります。PM は海洋からの海塩や埃など、普段から屋外
に存在する空気の一部であるケースもある一方で、その成分
の多くは有毒なのです。

大気汚染は、アジア太平洋地域のほぼどこにでも存在します。
実は、アジア太平洋の全人口の約92％が健康に重大なリスク
をもたらすレベルの大気汚染に晒されています。その脅威が多
くの人々に影響を及ぼしていることは自明で、時間の経過とと
もに問題が悪化するのを防ぐために効果的な解決策を考え出
さなければなりません。

気候変動に加担する大気汚染物質

気候変動という言葉を聞くと、ほとんどの人は二酸化炭素
（CO2）の過剰排出が第一に頭に思い浮かぶでしょう。そのよう

な中、最新の研究により、より注視されるべき物質が大気中に
存在していることが明らかになりました。それは、短寿命気候
汚染物質（SLCPs）です。黒色炭素、メタン、地上のオゾンが含
まれます。これらの汚染物質は短期間しか大気にとどまること
ができない短寿命な特性である一方、ローカルな気候、グロー
バルな気候そのどちらにも深刻な影響を及ぼします。

すす状の黒色炭素は、絶え間なく煙害やスモッグを発生させる
ことにより、大気の可視性を低下させます。それにより気温の
変化が生じるため、その地域の気候条件が変化するのです。そ
の全体的影響は気温上昇として捉えられますが、一方で冷却
効果も携えています。例えば火山噴火の後、灰粒子が太陽か
らのエネルギーの地球への到達を妨げるのと同じ仕組みです

（Bond et al.  2013）。

水田、家畜の生産、有機性廃棄物の分解などから発生する二
酸化炭素よりも、メタンは地球温暖化に及ぼす影響が数倍大
きい温室効果ガスです。さらに、メタンが太陽光の存在下で窒
素酸化物などの他の大気汚染物質と反応すると、二次的に大
気汚染物質と温室効果ガスを形成します。実はそれが地上に
存在するオゾンで、オゾンは作物生産にも影響を与えます。

深刻な健康被害をもたらす大気汚染

これらの大気汚染物質への曝露は短期、長期に関わらず、どち
らも人間の健康に大きなリスクをもたらします。PM のリスクは
その粒子の大きさによって異なり、粒子が小さいほど危険です。
PM10（直径10µm 以下の粒子）はほとんどが鼻やのどに留めら
れますが、PM2.5（直径2.5µm 以下の粒子）は直接肺を通って血
流に吸収されます。さまざまな肺や心臓の病気、さらには癌の
リスクがあり（van Berlo et al.  2012)、これらはすべてPM2.5の有
毒成分によるものです。なぜならPM2.5は黒色炭素や、鉛、ヒ素、
カドミウムなどの有毒金属、及び発がん性分子である多環芳香
族炭化水素（PAHs）を含むことがあるからです。これらの有毒
粒子の発生源は、自動車の排気ガス、廃棄物の燃焼、調理や
暖房のための木炭や薪の使用、工業プロセスなど多岐に渡り
ます。

粒子状物質による汚染は、早死や病気の原因として世界で5番
目に多く、人々の生活の質にも影響を与えます（Cohen et al.  
2017）。粒子状物質は人体に非常に有害な影響を及ぼします
が、中でも幼児や中高年が特にその影響を受けやすいのです

（Solaimani et al.  2017; Karottki et al.  2014; Schuepp and Sly 
2012）。この被害はバイオマス調理用ストーブの使用が集中す
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るような農村地域でさらに顕著であり、特に家の中で料理をす
る女性や幼児に影響を与えます（Devakumar et al.  2018）。

さらに、大気中に高水準のPM 粒子状物質が存在すると、ユー
スの野外活動ならびに総運動量が減少することが示されてい

ます（An and Yu 2018）。アジア太平洋地域の多くの都市では、
年間平均10µg / m3というWHO ガイドラインを上回るPM2.5レ
ベルが存在しており（図21）、高度に都市化した地域の人々に
とっては空気を清浄にするための努力が求められています。

出典：WHO, 2018
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大気汚染物質は、長期的な健康への影響にも関係してきます。
例えば、窒素酸化物への暴露により高血圧や冠状動脈疾患な
どの心血管系の問題が発生するリスクが高まります。これとは
別に、硫黄酸化物、メタン及び地表オゾンへの長期暴露もまた、
長期慢性喘息及び他の閉塞性肺疾患の発生率と直接的に関連
しています。

空気をきれいに

大気汚染を減らすには、その発生源への着手、つまりそもそも
の排出の抑制が必要です（図22）。有毒な粒子状物質や大気汚
染物質の多くの発生源が、燃焼と焼却に関係しています。都市
部では、自動車やバスなどの乗り物のエンジンと燃料の性能を
改善し、また人々が電気自動車を使い始めることが大切です。
都市は、車両の交通量だけでなく、大量輸送システムや自転車・
歩行者専用道路にも対応するように計画されていくべきなの
です。

アジア太平洋の都市の経済的競争力が増すにつれて、結果と
して移動性の向上やアクセスの改善だけを考慮してはいけま
せん。都市部における大気汚染を相殺するためには、多様な
交通手段の整備や緑地の計画も必要です。

エネルギーがクリーンになることで、空気もクリーンになりま
す。例えば、産業部門や発電部門では、再生可能エネルギーの
供給源に切り替えることが大気汚染の改善につながります。農
村部では未だに多くの人が調理や暖房設備に木炭や薪を使用
していますが、排出が少ないストーブや燃料を使い始めること
で、その地域の大気汚染を減らし、人々の健康につながります。

3.4   思考の糧、食料

現在の食料生産は需要を満たすのに十分でしょうか？

生物多様性を保護し、世界の一定の耕地を持続的に管理しな
がら、指数関数的に増加する人口へ適切に食料を供給するこ
とは、21世紀の大きな課題です。2050年までに約100億に上る
人口に食料を供給する必要があるのです。その需要を満たす
ためには、私たちの地球はこの先の80年間において、いまま
で人類史において生産されてきた食料よりもさらに多くの量を
生産しなければならないでしょう（Smith 2018）。

アジア太平洋地域は食料生産の観点から重要な地域とされて
いますが、生産量は減少しています（Taniguchi et al.  2017）。
合成肥料の使用は世界の農業生産量を増加させた一方で

（Erisman et al.  2008）、藻類の繁殖や温室効果ガス排出量の
増加などの環境悪化に寄与しているのです（第3.2節）。気候変
動への適応策の実施がなければ、食料生産システムに影響を
及ぼし、南アジア及び南アフリカの主要な食料作物に被害をも
たらすでしょう（Lobell et al.  2008）。

食料生産におけるもうひとつの課題は、農作物を害虫の蔓延
から保護するための農薬の使用をいかに最小限に抑えるかで
す。農薬の中には環境中に蓄積し、食物連鎖の中に入り込むこ
とで（Carvalho 2017）、潜在的に人間の健康に危険をもたらす
ものもあります（Han et al.  2018）。さらに、ネオニコチノイドを
はじめとする農薬は、ミツバチ（Rundlöf et al.  2015）や、昆虫
を餌とする鳥（Hallmann et al.  2014）を含む非標的種にも悪影
響を与え、生物多様性を脅かすという証拠もあります。
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図22：大気汚染に対する私たち一人一人の解決策

出典：http://breathelife2030.org/
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人口増加に伴う需要の増加が農業生産に圧力をかけており、
革新的な解決策がいますぐにでも必要とされています。革新
的な食料生産の戦略として、持続可能な農法の推進が多く取
り上げられています。例えば、再生可能な農業は土壌状態と農
業生産性、収益性を同時に改善することを目的として実践され
ています。このシステムにより、トウモロコシ農家の利益が最
大で78％増加し、害虫の侵入も10倍減少したと言われています

（LaCanne and Lundgren 2018）。セミオケミカルを媒介とし
た害虫管理も、合成農薬の使用に代わるものとして注目を集め

ています（ボックス12）。セミオケミカルは昆虫や作物から放出
される天然化合物で、害虫を罠に誘い込んだり、行動を攪乱し
たりするのに利用できます（Norin 2007）。食料生産のための
遺伝子組み換え作物の栽培も現在研究が進められており、新し
い品種の中には干ばつや熱波など気候変動に適応するもの、
栄養価が改善されたものもあります。遺伝子組み換え作物の安
全性については科学的に合意形成がまだ取れていないところ
ですが（Hilbeck et al.  2015）、遺伝子組み換え作物を栽培する
ことにより農家の利益が最大68％増加、作物収量が最大22％
増加、農薬使用量が37％削減されたという研究結果もあります

（Klümper and Qaim 2014）。
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ようにする。

（有機性）廃棄物を
最小限に抑える。
焼却による排出量を
最小限に抑える。
燃えないゴミは
リサイクル。

ゴミを燃やさない。

可能であれば公共交通
機関を利用する。
健康と環境のために
自動車を控え、
自転車の利用と
徒歩を心がける。

使用していない時は
電気と電子機器類を消す。
可能であれば家庭の
電力を太陽光発電に
切り替える。

政治家や議員に
対してより良い
選択肢を求めよう。

（大気質ガイドラインの
導入、歩きやすい街の
計画、公共交通機関の
機能強化など）

国連環境計画のBreatheLife キャンペーンのリンクはこちら： http://breathelife2030.org

http://breathelife2030.org
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食料安全保障は皆の問題

食料安全保障は、誰もが安全で良質な食料を手頃な値段で得
られるようにすることです（Pinstrup-Andersen 2009）。地球規
模、国家規模で議論される話題ではありますが、実は一人一人
が環境を損なうことなく食料安全保障を達成する手助けをする
ことができるのです。最も簡単な方法は、食品や包装などの無
駄を最小限に抑えることです。また、菜食中心の健康的な食生
活を心がけることで、特に食肉生産に関わる温室効果ガスの

ボックス12：作物被害にともに立ち向かう

ココナッツは東南アジアの重要な作物であり、地域経済に大きく貢献しています。近
年、フィリピンのココナッツ農園は、ココヤシの寄生虫（CSI）の一種Aspidiotus rigidus
の大量侵入に悩まされています（Watson et al.  2015）。寄生された木でできるココナッ
ツは果肉が細く果汁が酸っぱくなります。寄生を防ぐ上で、ネオニコチノイドを樹幹
に注入する方法がありますが、これらの農薬が非標的種に及ぼす悪影響を考慮すると

（第3.4節）、より環境に優しい害虫駆除の方法が必要です。そのひとつに、生物学的
防除剤としてCSI を天然の捕食者を利用して駆除する方法があります。スズメバチに似た昆虫が最近フィリピン南部のタガロ
グ地域で発見されましたが、その昆虫はCSI の中でその卵を孵化させる特徴があります（Almarinez et al.  2015）。この新種は
Comperiella calauanica（Barrion et al.  2016）と名付けられ、CSI の被害を防ぐのに重要な役割を果たすとされています。

Comperiella calauanica（黒い昆虫）は、その卵をCSI であるAspidiotus rigidus（黄色と白色の鱗片）の中に産み付けます。
鱗片の大きさ＝ 0.30mm

出典：Ph Dr. Billy Joel Almarinez, De La Salle University, Philippines

排出を大幅に減らすことができます（Tilman and Clark 2014; 
Baroni et al.  2007）。家庭菜園や都市農業を行うことで野菜を
入手しやすくなります（ボックス13）。これは単なる楽しい趣味
として始めても良いですし、余った野菜を売ることで利益を得
られます。自分で育てた野菜は安心して食べることができます。
また、地元の食材を消費することで、梱包や輸送に必要な投入
量を少なくすることができます。誰もができる簡単なことかもし
れませんが、環境へのプラスの影響は非常に大きいものとなる
でしょう。
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都市農業とは、都市や周辺で動物を飼育したり植物を栽培したり
することです。農村部での生産と輸入に基づいた都市での食料
の供給と運搬にかかるコストが上昇し続けている中で、都市の食
料安全保障を強化する上で重要な役割を果たします。小さな区域

（1,060km2）に500万人の人口を抱える香港では、その国土の10%
の地域で、国民が消費する生野菜の45％、豚肉の15％、鶏肉の
68% を生産しています（Yeung 2018）。都市農業は、香港のような
大規模な商業食料生産から、小規模なコミュニティ農園、さらには
アパートのバルコニーや裏庭での栽培と、様々な形態を取ります。
自分の食べ物を栽培することは、周囲の環境の質を改善しながら
家計を節約することにつながるのです。

出典: De La Salle University Publishing House

ボックス13：都市農業を都市文化にしてはどう？

3.5   ゴミはただのゴミ

モノが捨てられると、それはすべて廃棄物になります。適切に
管理されていない廃棄物は、環境、経済、人間の健康に悪影
響を与えます（World Bank Group 2012）。それらは土地、水、
大気の汚染源になる可能性もあります（図23）。コミュニティに
おけるデング熱、下痢症状及び呼吸器疾患などの疾患の蔓延
にもつながります。

毎年約20億トンの都市廃棄物（MSW）が投棄されています
（UNEP and ISWA 2015）。アジア太平洋地域として、世界全
体のMSW の43％を排出しているということは、つまり一人あた
り毎日1.4kg のゴミを出している計算になります。同地域では、
MSW の発生量の増加に加えて、プラスチック廃棄物、電子廃
棄物、食品廃棄物などの問題を抱えているという深刻な状況で
す。一方で、ゴミというのは単に廃棄される場所に置かれた資
源であり、私たちはその用途を見つければ良いのです。

建物の屋上でレタスを育てる都市農業施設。
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プラスチックゴミ―不始末なプラスチックが攻撃をする！

私たちはプラスチックが悪いと言っているのでしょうか？ いい
え、全く違います。「プラスチックは人間が作り出した奇跡的な
素材です。問題はプラスチックにあるのではなく、人間の無責
任さにあります」 -  Sadhguru

図23：ゴミの不始末とそれによる被害

https://www.youtube.com/watch?v=vcSG0TusOtc

   ビデオリンク

プラスチックはいたるところにあります！ 周りを見渡してみて下
さい - プラスチックが含まれないものを見つけることができま
すか？ プラスチックの耐久性は、人気を集める理由でもありま
す（Hammer et al.  2012）が、同時に海と陸の主要な汚染物質
になった一因でもあります。プラスチックは何百万もの製品だ
けでなく包装にも使用されており、そのゴミは過去数十年間で
急速に増加し、2016年だけで3億3,500万トンに達しています。
そしてそのおよそ60% はアジア太平洋地域の5カ国から来てい
るのです（Bloomberg 2018）。

非効率な
土地利用

メタンと
二酸化炭素
の排出

地下水の
汚染

土壌の汚染

表流水の
汚染

ゴミの山
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プラスチックゴミの不始末は私たちの健康に悪影響を及ぼしま
す。プラスチックゴミの不適切な処分や燃焼は危険なのです。
プラスチック焼却場の近くに住む人々は、その過程で放出され
る有毒な汚染物質にさらされ、それが皮膚や呼吸器系の病気、
そして眼の損傷につながることがあります（Lithner 2011）。

厄介なプラスチックは、最後には私たちの食べる水産物へ

小さくて目に見えないマイクロプラスチックが静かに、私たち
の食物連鎖に入り込んでいます（図24; Bhargava et al.  2018; 
Seltenrich 2015）。アジア太平洋の人々にとって魚は食事の中

ボックス14：マイクロプラスチックが土壌に侵入している様子

心でもあるため（第2.4節）、マイクロプラスチックや重金属、残
留性有機汚染物質などの有毒化合物にさらされる直接的な原
因になる可能性があります。マレーシアでは、干魚製品を食べ
る人々が1年に最大246個のマイクロプラスチックを口にしてい
たという研究結果が示されています（Johnston 2017; Karami 
et al.  2017）。また、同地域の海洋プラスチックには大きな懸念
点があります。プラスチックは海洋生物の多様性、水質、そし
ていまや私たちの食料に影響を及ぼしているのです。いますぐ
行動をしないと、マイクロプラスチックは非常に長い間、私た
ちの身近に留まるでしょう。

土壌中のポリアクリル繊維

出典：Anderson Abel de Souza Machado

https://www.unenvironment.org/news-and-
stories/story/plastic-planet-how-tiny-plastic-
particles-are-polluting-our-soil

ビデオリンク 

https://www.unenvironment.org/news-and-stories/story/plastic-planet-how-tiny-plastic-particles-are-polluting-our-soil
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プラスチックゴミとの戦い

プラスチックゴミに取り組むため、一部の国ではビニール袋や
プラスチック用品の使用禁止及び課税の政策を実施し始めてい
ます（UNEP 2016）。最近では、中国がプラスチックゴミの輸入
を停止し、いままでプラスチックゴミを輸出していた国々が新た
な対応策を模索せざるを得なくなりました。また、生分解性プ
ラスチックの使用、燃料化、木材とプラスチックの複合材やカー
ボンナノチューブなどの高付加価値製品の開発など、プラスチッ
ク汚染を解決するための技術は、絶えず研究開発されています

（Najafi 2013; Bazargan and Gordon 2012）。私たち一人一人
がプラスチックの使用を減らすことによりプラスチック市場を変
えていくという点で、大きな役割を果たすことができます。

プラスチックストローやポリ袋などの使い捨てプラスチックを
避けることで、責任ある消費者になることができるでしょうか？ 
自分に問いかけてみて下さい：食事を持ち帰る時にプラスチッ
クの容器が必要でしょうか？ 私たちの環境と健康に対して取り
返しのつかない影響を及ぼす前に、いまこそ皆で考え行動す
る必要があります。

E-waste（電気・電子機器廃棄物）：携帯電話はもっと長く使える！

どのくらいの頻度で新しい携帯電話を購入しますか？ もともと
持っていた古い携帯電話はどうなるのでしょうか？ 携帯電話、
コンピューター、テレビ、プリンターなどの電子機器の使用は
劇的に増加しています（図25）。しかし、電子機器の寿命はどん

図24：マイクロプラスチックは水産資源の調達を通じて食物連鎖に侵入します。

https://www.youtube.com/watch?v=nb7tbfjYu3o

ビデオリンク 

https://www.youtube.com/watch?v=nb7tbfjYu3o
https://www.youtube.com/watch?v=nb7tbfjYu3o
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ボックス15：大量のプラスチックを再利用する簡単な方法！

インドでは、菓子の小袋、板チョコの包装、ビニール袋、ペットボトル、フタなどのプラスチックゴミを破砕して、道路工事
で瀝青の代わりに使用する方法を技術者が採用しています。この方法はゴミを有用な建築材料に再利用する発明です。

覗いてみて下さい：プラスチックに「さようなら」！

http://web.unep.org/environmentassembly/beat-pollution/

ビデオリンク 

どん短くなってきており、膨大な量の電気電子機器廃棄物、通
称「E-waste」が発生しています。

E-wasteをE-rase（消滅）させよう

世界全体では年間4,470万トンのE-waste が発生しており、ア
ジア太平洋地域はその最大の市場のひとつでもあります。
E-waste には環境に有害な重金属が含まれており、適切に処
理する必要があります。また経済的価値の高いレアメタルも含
まれていますが、適切にリサイクルされているのはごく一部で
す。大量のE-waste は埋立地に投棄されるか焼却され、深刻な

健康上及び環境上の問題を引き起こします（Zeng et al.  2016; 
Song et al.  2015）。

電子機器が焼却されると、鉛などの有毒金属や化学物質が大
気中、土壌中、水中に放出されます（Sepúlveda et al.  2010）。
多くの女性がE-waste から貴金属を抽出する仕事に従事して
おり、その過程で毒素にさらされている現状があり、過度な悪
影響を受けていると言えます（図26; McAllister et al.  2014）。
E-waste から放出される有毒物質は自然流産、死産、早産及び
DNA 損傷を含む深刻な健康上の問題を引き起こす可能性があ
るのです（Grant et al.  2013）。

http://web.unep.org/environmentassembly/beat-pollution/
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図25：携帯電話はもっと長く使える！

図26：E-wasteをリサイクルするインフォーマルセクターで働くインドの子供と女性

16億 18ヵ月 60% 30%
2012年に製造された

携帯電話の数。
電子機器には有毒な

化学物質であるヒ素、鉛、
臭素系難燃剤（BFR）が

含まれています。

アメリカ人が一台の
携帯電話を所持する

平均期間。

最終的に国内外で
埋め立てられる
E-waste の割合。

その有害金属などは
自然環境に浸出します。

リサイクルしても
廃棄せざるを得ない

電子機器の量の割合。
電子機器をリサイクル
しても、回収できない
有価物も多いのです。

出典：iFixit.org.

出典：Sadia Sohail
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図27：携帯電話はもっと長く使える！

出典：tunza.eco-generation.org.

E-waste の処理は政府による厳格な規制の下で実施されるべ
きであり、事業者は地域コミュニティが健康上の被害に遭わな
いよう十分注意を払うべきです。また、製品を作る企業も自社
製品の寿命を延ばす努力を続ける必要があります（図27）。

食品ロス―食品ロスを急いで減らさなければ

国連食糧農業機関（FAO）によると、消費向けに生産された食
料の約3分の1が無駄になっています（FAO 2018）。あなたは

パーティーやビュッフェの時に、自分が食べられる以上の食べ
物を取っていませんか？ 冷蔵庫に食べ物を入れたままで、期
限が切れてからそれを思い出すことがありませんか？どのくら
いの食べ物を無駄にしていますか？ 飢餓と食料安全保障は世
界的に深刻な問題です。現在、世界の人口は約76億人であり、
2050年までには98億人になると予測されています（UNDESA 
2017）。課題は世界で増加する飢餓人口にどう対処していくか
です。そして、食品ロスの削減がこの課題の解決に寄与できる
のではないでしょうか。

電池

部品

ケース（外装）

包装

修理 売却

リサイクル

・電池
・ステンレススチール

・貴金属
・電化製品

・道路建材
・プラスチック製のフェンス
・車のバンパー

・新聞
・箱
・卵パック

使用済み

携帯電話
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あなたが浪費する食べ物は、空腹の人を満たすことができます

子どもの頃、皿にある食べ物を食べきれずに怒られた人はど
れほどいるでしょう？ 皿に取りすぎないよう注意するようにと両
親から何度言われたでしょうか？ 両親は皿の上に残った食べ
物を指して、これで他の子どもたちが幸せになれるのにと言い、
罪悪感を覚えさせましたか？ 今日の食品ロスの現実には、間
違いなくこうした声かけが必要です（図28）。では私たちに何が
できるでしょうか？

食品ロスを最小限に抑えるために、いままでの習慣を見直すこ
とから始めます。空腹時に食料品店に行って欲しいものすべて
を買うことはやめましょう。何を料理するかを計画した上で必
要なものだけを購入して下さい。食事の時は友達と一緒に食事
をお互いにシェアして楽しんで下さい。さまざまな料理を楽し
むことができる上に、食品ロスを減らすことにもつながります！ 
身の回りの食品ロスを最小限に抑えると、節約もできますよ。

図28：食品ロスと飢餓人口 

出典：https://www.asiaone.com/asia/80-households-asia-pacific-regularly-waste-food-home-survey、FAO（2019）

49%

34%

11%

（調査対象者の4,000人中）冷蔵庫の中に食べ残しを保存したまま忘れた人の割合

（調査対象者の4,000人中）食事を作りすぎてしまった人の割合

（世界中の人々の）飢餓または栄養失調の人の割合
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ボックス16：食品証券取引所？

ボックス17：シンガポールにおける食品ロスに対する取り組み

インドのジャイプールにあるレストランFood Stock Exchange では、株価のようにメニューの価格が大画面上で変動する
のを見ることができます。人々の需要の変化からアイデアを得たと言います。消費期限が迫っていてもまだ十分に食べられ
る野菜やカレーにも同じような値下げの概念を当てはめることができるのではないでしょうか？ あなたは消費期限が迫っ
ている食品を購入しても良いと考えますか？ 考えたことはありますか？

シンガポールのグリーンデール小学校では、2017年8月に食品ロスの削減プログラムを開始しました。毎回の休み時間の
終わりに集められた食品ロスをまずは計量します。それらはバイオダイジェスターに投入され、そこで微生物の分解により
堆肥に変えられます。堆肥はその後、学校の庭の肥料に使用されます。さらに、食堂スタッフが配膳の際に給食の量を減
らしたいかどうか生徒に確認することで、毎日の食品ロスを17.9kg から10kg 未満に削減することに成功しました。

http://www.straitstimes.com/singapore/food-waste-food-for-thought-for-students

無駄にしないで

アジア太平洋では廃棄物の発生回避と削減に関心を持つ人は
少ないのが実情です。では、どうすれば廃棄物管理を支援する
ことができるでしょうか？ 公衆の意識向上キャンペーンへの参
加や実際の廃棄物管理への協力は良い出発点です。地域での
ゴミ出しのルールを守り、家庭とオフィス、公共の場、身の回り
でも分別を心がけることは、適切なゴミ処理・処分の一助にな
ります。リサイクルと再利用から、想像力を働かせよう！

3.6   公害のない社会を目指して

今日の社会では、科学技術は無限の可能性と恩恵をもたらし、
日常生活においてさらなる利便性を提供することで、私たちの
豊かな生活を実現しています。その一方で、科学技術は私たち
の命を危うくする事態を招いています。地球温暖化、公害、頻
繁な異常気象、資源の減少や劣化といった環境への悪影響は
異常な速さで広がっています。現在のところ、私たちの水、空
気、食料の質が大きく低下してきています。その間ずっと、世
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ボックス18：インドネシアでは、プラスチックゴミでバス料金を支払います

BUSTICKET

https://asiancorrespondent.com/2018/05/in-indonesia-commuters-pay-for-the-bus-with-plastic-waste/

界の人口が増加し都市化が広がるほど、ゴミの量は増えていき
ます。

しかし、技術は持続可能な社会を目指す上での味方になりま
す。排出量を削減するためのクリーンな技術の利用、革新的な
農法の実践、最先端の廃棄物管理施設の開発は、社会にとっ
てのより良い選択肢となっていきます。地球規模の問題を解決
し、環境への負荷を軽減する技術利用を目指した研究開発が
進められています。自然環境の保護には、厳格な法律や社会
的良識、技術革新のどれもが必要です。生態系全体が保たれ
ている状態が、きれいな水と新鮮な空気、おいしい食べ物を得

るために不可欠です。科学技術と自然の両方が社会にとって必
要であり、最適化された解決策と代替行動が示され実行される
ことが重要です。自然を大切にし、資源をリサイクルして節約
するといった個人の選択や決定は大きな力になるのです。一
人一人の意識から、科学技術の有効な活用、そして自然環境
を守る総体的な取り組みにつながるのです。

レジリエンスと持続可能性は、大きく変化し続ける世界に人類
が適応するための重要な役割を果たします。第4章では、コミュ
ニティや国家レベルのイニシアチブにより可能となった環境問
題に対する潜在的な解決策について説明します。

•	 プラスチックは賢く使う人にとっては便利な素材です。あなたもその一人ですか？ プラスチック製品をできる限り再利
用・リサイクルしましょう。また、使い捨ての皿、コップ、ペットボトル、スプーンやフォーク、ストローの使用は避けましょう。
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図29：ゴミを減らす方法

リデュース（使用量を減らす）

再利用する

不要なものはもらわない修理して使う

リサイクル
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4.1   気候への適応

これまでの章では、アジア太平洋地域が直面している環境問題
について学びました。都市やコミュニティの行動は、20年、30
年さらには50年後の将来にも影響するため、持続可能性やレ
ジリエンスを確保するための行動をとる必要があります。それ

は、現在私たちが享受しているものと同等またはそれ以上の環
境や生活の質を将来世代に残すための唯一の方法です。アジ
ア太平洋地域では、農村部から都市部に移住する人口は増加
し続けており、将来の人口増加は都心部に集中することが予測
されています（図30）。

緑地の保全は洪水やヒート
アイランド現象を防ぎ、き
れいで豊かな水資源の確保
にもつながります

川辺等に親水空間を設け、
建物の密集を避けることで
自然災害リスクを低減

公共交通や再生可能エネル
ギーの活用は大気汚染の抑制
や排出量削減につながります

1880年からの世界の気
温の上昇（Pachauri et al. 
2014）

アジア太平洋の2050年
の都市人口（UN 2018）

レジリエンス：
困難に対応し、回復するための能力。強靭性。3 500 000 000
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図30：都市部の人口（1980年、2010年、2050年）

出典：UN 2014

何百万人もの人々が、仕事を含む様々な機会を求めて都市部
に移住しており、今後も都市人口の増加は続くでしょう。地球
の夜間の衛星写真（図31）は、どこが都心部でどこが農村部で
あるかを夜間光の分布で示しています。2025年までに、世界で
もっとも大きな10都市のうち、7都市がアジアに存在することに
なり、さらに2050年までにアジア太平洋の都市部の人口は、20
億人（2015年）から30億人になる見込みです（UN 2014）。

都市化はまた、多くの農村地域で人口減少や高齢化の要因と
なっており、労働市場や経済に大きな影響を与えています。同
時に気候変動も起きており、気候関連災害の増加や気温上昇、
海面上昇、そして地球の有限な資源の枯渇を引き起こしていま
す。こうしたことから、アジア太平洋地域が、環境や社会のレジ
リエンスと持続可能性を確保するためにいますぐ行動する必
要があることは明らかです。
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図31：夜間光で見るアジア太平洋

出典：NASA’s DMSP-OLS satellite

この章では、私たちのコミュニティならびに将来世代が、地域
の課題への対応に向けて実践できるレジリエンスや持続可能
性に係わる取り組みを紹介していきます。以下第4.2節、第4.3
節では、気候関連災害や気温上昇に対する都市部のレジリエ
ンスを高めることについて紹介します。続く第4.4節では、化石
燃料、土地や水を含めた有限の天然資源を効率的に利用する、
建造環境のあり方について提示します。以下ボックス19では、
本章で焦点を当てる主な課題や方策をSDGs に結び付けて示し
ます。

4.2   災害を知り、備える

大雨が降っている状況下では、
いびきをかいて寝ている場合ではありません。

自然災害は異常気象現象が関係しており、特に気候変動とも結
びつきが強く、洪水（図32）や干ばつ（Munang et al. 2015）等、
1940年代から世界的に発生頻度が増加しています。アジア太
平洋地域は世界の中で異常気象現象が最も多く発生しており
(Guha-Sapir et al.  2016)、その頻度、規模、影響は気候変動の影
響でますます大きくなっています（IPCC2014）。これらの事実は、
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私たちが住む地域全体を、行動を起こすよう駆り立てます。気候
変動に率先して立ち向かい、気候変動に関係するリスクや脅威
に私たちが確実に対応できるように行動する必要があります。

それでは、どのようなことをすれば良いのでしょうか？気候変動
に関する政府間パネル（IPCC）の最新の報告書は、生態系を活
用した防災・減災、気候変動にスマートに対応する土地利用

計画、災害監視能力を向上させて早期に危険を警告するシス
テム、といった重要な取り組みを提案しています（IPCC 2014）。
家庭、行政そしてオンラインコミュニティを含めたコミュニティ
の行動は、気候変動に関連した自然災害に対する私たちの脆
弱性を緩和する上で重要な役割を果たすでしょう。加えて、気
候変動の影響を今後できるだけ少なくするために、私たちは
温室効果ガスの排出を減らすべく行動する必要があります。

ボックス19：第4章の主な内容

この章で議論する問題　

気候変動に関連した災害の増加　

気温と海面の上昇　

有限な天然資源

1.  生態系を活用した防災・減災
2.  気候変動にスマートに対応する土地利用計画
3.  先端技術を活用した自然災害を監視・早期警告するシステム
4.  地域やオンラインコミュニティによる防災への取り組み

1.  コミュニティにおける社会資本の改善
2.  都市緑化
3.  国際的な都市間連携

1.  再生可能エネルギーのさらなる開発
2.  エネルギー効率の高い建物
3.  持続可能な交通システム
4.  効果的な都市・農村連携（例：都市部とその周辺部の相互補完関係）

レジリエンスと持続可能性を高めるための方策
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図32：台風ミレンヨによる洪水（2006年 フィリピン）

出典：Erlinda C. Creencia, City of Santa Rosa

自然生態系は防災・減災の鍵

自然生態系は、気候変動に関連した災害から私たちの生活を
守る上で非常に重要な役割を果たしています。森林や緑地の
土壌は雨水を吸収して洪水を防ぎ（第2.2節）、侵食を防ぐこと
によって地すべりの起こるリスクを減らすことができます。マン
グローブや沿岸の湿地は高潮、津波そして海面上昇の影響を
低減する効果があり、私たちの住む町とインフラを守っていま
す。こうした自然の恩恵により、生態系を活用した防災・減災
が近年特に注目されています。具体的には、既存の自然生態
系保全や植林、都市での新たな緑地開発等、生態系の持って
いる力を最大限発揮させ、気候変動に関連した災害を低減さ
せる取り組みです。こうした生態系を活用した取り組みは、堤

防のような人工インフラに依存した従来の取り組みとは異な
り、地域の生物多様性を保全し、都市でのヒートアイランド現
象の緩和等、平常時には住民に多くの環境上の恩恵をもたら
します（第4.3節）。

防災・減災のための方法

2030年までに災害リスク削減を目指す国際的な取り組み指針
である「国連仙台防災枠組2015-2030」は、災害リスクが高まっ
ている背景として、急速に進む無計画な都市化を指摘していま
す（UNGA 2015）。現在のそして将来的な気候変動に対応し、
気候変動にレジリエントな都市を構築するために、多くの地方
自治体は気候リスク評価を都市計画プロセスに反映させてい
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ます。例としては、地理情報システム（GIS）データや気候モデル
データを活用して、今後の異なる土地利用や気候変動シナリオ
の下での人々やインフラに対する気候関連リスクのシミュレー
ションを行い（図33）、災害が起きやすい場所での新たな開発
を防ぐとともに、災害リスクを減らす実際の取り組みを行って
います。

残念ながら、すべての気候関連の災害を防ぐことは不可能です。
そのため、高度な災害監視システムが開発され、複雑かつ予期
し得ない災害への対応において活用されています。2011年に
日本で起きた三重災害（地震、津波、原発事故）の後、放射性リ
スクにより福島原発上空の低空飛行ができなかったことから、
原発周辺の状況を評価する最も効果的な方法のひとつとして、
宇宙航空研究開発機構（JAXA）の衛星画像が利用されました。

図33：洪水による土地利用変化の影響のシミュレーション

現在の土地利用 将来の土地利用？
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防災・減災への連携

自然災害へのレジリエンスは、各家庭やコミュニティにおける
努力によっても高めることができます。家庭での対応を例に
あげると、洪水が起こる危険がある土地に家を建てる場合に
は、盛り土をするなど基礎部分を高くすることや、基礎部分に
柱や杭を建てることによりリスクを低減することができます。コ
ミュニティでは、地域の生態系や都心部の緑地保全や、洪水
時の避難方法を訓練するといった活動を災害への備えとして
行うことができます。オンラインコミュニティやクラウドソーシ
ングを通じて、世界中の人々は防災・減災や災害からの復興
に向けた連携活動に参加することが可能です。例えば、The 
Humanitarian OpenStreetMap Team では、気候関連の災害
から甚大な影響を受ける地域にある基盤インフラ（建築物、道
路等）を落とし込んだ地図をボランティアで作成する活動を実
施しています（https://www.hotosm.org/)。

4.3   熱波と海面上昇

災害に加えて、気候変動の都市開発への影響は緩やかな気
温上昇や海面上昇といった形でも現れています（Hunt and 
Watkiss 2011）。気温上昇は地域全体の問題ではありますが、
特に都市部で深刻な影響がみられます。乗用車の排気、低い
植被率、ブラックアスファルトのような高吸収性建材の広範な
使用等により熱が蓄積されるなど、人間活動の増加により都市
部では気温が高くなる傾向があります（McCarthy et al.  2010）。
この現象は一般にヒートアイランド現象と言われています。世
界の各都市は、グローバルな気候変動と、ローカルなヒートア
イランド現象等の影響による気温上昇に直面しています。ヒー
トアイランド現象は、エアコン等の利用によるエネルギー需要・

コストを増加させ、大気汚染を悪化させるとともに、水利用や
水質に影響し、熱中症等の病気を引き起こします（ボックス20; 
Deilami et al.  2018）。つまり気温上昇は、都市の経済、社会そ
してそこに住んでいる人々の健康にも影響を与えています。都
市の気温上昇は、メガシティと呼ばれる人口1,000万人以上の
巨大都市を最も多く有するアジア太平洋地域では特に深刻な
問題となっています。

アジア太平洋地域の沿岸に位置する多くの都市は、世界的な
気温上昇のもうひとつの影響である海面上昇の大きな影響を
受けています（Prasad et al.  2009）。海面上昇は洪水を引き起
こし、建造環境にダメージを与え、都市の住民、特に災害弱者

（貧困層、高齢者、子ども、女性等）の健康や生活に影響を及
ぼします（Barbier 2014）。 

海面上昇と関連するリスクについて、地域の人々がどのくらい
影響を受けるのか理解することも重要です。例えば、図34のよ
うに、海面上昇や高潮等の影響を受けやすい地域には、貧困
層や社会的弱者が多く住んでいます。社会経済格差は、気候変
動の長期的な影響に対して住民自身が緩和や適応策を進める
上での妨げになります。つまり、地域コミュニティや自治体、国
そして地域における社会資本を改善し、住民の能力を向上さ
せていく必要があります（Sarzynski 2015）。社会資本、そして
コミュニティ全体で効果的に取り組みを進める上での地域共通
の価値観が、気候変動への適応に向けた取り組みを支えるの
です。以下の節では、ヒートアイランド現象や海面上昇を含む
気温上昇によって生じるリスクへの具体的な対応策を紹介しま
す。それらは地域のコミュニティ、自治体、そして国際レベルで
それぞれ活用可能なものです。
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図34：洪水リスクと社会経済格差

データ出典：NOAA:Estimate of Gross Domestic Product（GDP）（https://ngdc.noaa.gov/eog/download.html）, ORNL:LandScan population
grid（https://landscan.ornl.gov/）, NASA:Shuttle Radar Topography Mission（SRTM）（https://lta.cr.usgs.gov/SRTM）.

より涼しく、地域の交流の場にもなる緑地

緑地の保全やクーリングスポットとして緑地を配置していくこと
は、ヒートアイランド現象を緩和させるとともに環境の質向上
に貢献しています(Hatvani-Kovacs et al.  2018)。韓国・大邱広
域市は、市民を巻き込んだ植林等の活動により緑地を拡張さ
せたことによってヒートアイランド現象を緩和させた典型的な
一例です（ボックス21）。また、インドネシア・ジャカルタでは、
クーリングスポットとしての緑地は、環境の質を高めるだけで

なく、地域の人々が集い語らう憩いの場になり、コミュニケー
ションを活発化させることが把握されています（Murakami et 
al.  2014）。このような緑地の多面的なメリット・機能を理解し、
クーリングスポットを適切に設計していくことは、社会資本の構
築に貢献します。これは、災害対応の自発的なボランティアを
組織するなど、コミュニティのレジリエンスを高める上で重要
です（ Twigg and Mosel 2017）。さらに、自然のクーリングスポッ
トは、エアコン等による周辺の電力消費の削減に役立ち、ひい
ては温室効果ガス排出削減にもつながります（Larsen 2015）。

洪水リスクエリア
都市エリア

<5m（標高）

< 一日当たり10ドル
≥ 一日当たり10ドル
水域

≥5m（標高）

GDP

https://lta.cr.usgs.gov/SRTM
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ボックス20：都市のヒートアイランド現象と人々の健康への影響

自然のクーリングスポット利用に加えて、都市農業が国際的に
注目を集めています（Lwasa and Dubbeling 2015）。自然のクー
リングスポット同様、都市農業を行っているエリアは、気温上
昇の抑制、地域の環境質の改善、エネルギー消費の削減、食
料安全保障、そして地域コミュニティの結束力向上にも貢献し
ています。

人工的な都市インフラ同様に、グリーンインフラと呼ばれる緑
地とその連結性の管理においては、市民の協力とともに、都市
計画、環境管理、社会福祉を含めたさまざまな部門との連携
が必要です（ボックス22; Andersson et al.  2014; Benedict and
McMahon 2012）。横浜市では、市民から一人当たり約8米ド
ルに相当する「横浜みどり税」を徴収し、森林・農地保全活動
支援と都市緑地に関する啓発活動を行う都市緑化プログラム
を実施しています。

都市部の気温の上昇は、人々の健康や生態系に負の影響をもたらします。
対策をとる上で、各都市におけるヒートアイランド現象の原因・影響を理解することが必要です。

屋根を白く塗装、
植林による日陰
創出

省エネ型電気
製品の環境ラベ
リング制度活用
等、エアコン使用
量の削減

スマートグリッド
技術の活用、
夏季の電力需要
ピーク時における
太陽光発電の
追加活用

深刻化する
影響

備えと
対策

頻繁かつ深刻な
熱波の発生

エアコン使用量と
電力需要の増加

過剰なエネルギー
消費と電圧低下・
停電の増加

特に高齢者等
ハイリスク人口
における適切な
冷房の不足

関連する病気や
死亡リスクの増加

都市のヒート
アイランド現象に
よる気温上昇

高齢者やケアが
必要な住民向けの
クーリングセンター
や健康状態を確認
するプログラムの
設置等、備えの
拡充

（http://nca2014.globalchange.gov/report/regions/southwest）
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ボックス21：大邱広域市のヒートアイランド現象抑制に向けた取り組み

韓国・大邱広域市は、1980年代前半から工業化・都市化に
伴う都市開発が進められてきました（Yoon et al.  1994）。大
邱広域市は、地理的条件と都市開発により、他の地域と比
較して気温が通常高くなっていました。そこで市は、1996
年に緑化地域の整備を開始し、10年間で1,000万本の植樹
を行い、2016年には3,500万本に達しました。2021年には
5,000万本の木が植樹される予定です。こうした取り組みの
結果、市の植被率は60％以上となり、真夏の最高気温は30
年前と比較して1.2度減少しました。

都市部の森林拡大がヒートアイランド現象抑制に
効果的であることが以下の通り示されています。

健康と幸福の増進 
中木2本は一人が
1年間に必要な酸素を供給

経済的活力の増加 
大木は住宅の資産価値を5－15％、
賃貸価格を7％高め、
消費支出は9－12％増加

ヒートアイランド現象の
抑制効果 
樹木による被覆は地表温度を
10－25℃程度下げる

出典：https://yoursay.tr.qld.gov.au/greenis/photos/34697
http://info.daegu.go.kr/newshome/mtnmain.php?mtnkey=articleview&mkey=scatelist&mkey2=2&aid=233786
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持続可能性に向けた都市間連携

都市のレジリエンス及び持続可能性向上に資するもうひとつの
効果的なアプローチは、都市間で経験や技術を共有しあう国
際的な都市間連携です。こうした協力は、経済活動を持続させ
る一方で、都市緑化の推進、社会資本の向上、温室効果ガス
排出量や環境負荷の削減等を通じた気候変動に対する適応・
緩和策を促進させます。国際的な都市間連携においては、都
市の経済や環境持続可能性を測る都市レベルの指標等のツー
ルが有用です。異なる指標の値を比較することで、都市間での
共通点と相違点について理解し、政策立案に向けたより効率的
かつ効果的なコミュニケーションが可能になります（Uchiyama 
et al. 2015）。国際連携に加え、自治体レベルの指標によって都
市の管理を向上させることができます。例えば、二酸化炭素排
出量、一人当たり域内総生産、所得格差を表すジニ係数等の
指標から成るCity Sustainability Index（Mori et al.  2015; Shen 
et al.  2011）は、政策立案にあたっての都市の環境や経済及び
社会的特性の現況・傾向評価にしばしば用いられています。ま
た、コミュニティレベルでの国勢調査や環境及び社会経済状況
に関するミクロレベルの情報もあわせて活用されています。

4.4   持続可能な解決策の導入

　「環境悪化を引き起こす社会経済要因を抑制するために、
エネルギー効率や交通システムの向上、都市のスマートかつ
グリーンな成長に基づく経済変革が早急に必要とされていま
す。」UNEP（2016）

アジア太平洋地域の急速な経済成長と数年で30億人に達する
と予測される人口増加は、有限な天然資源に過大な負荷をか

けることになるでしょう。同地域の競争力は、低炭素社会への
移行と天然資源の効率的な利用に大きく依存しています。ま
た、気候変動の影響も甚大です。低炭素社会への移行に向け
た持続可能な道筋として挙げられるのは、エネルギー効率の
劇的な改善、化石燃料から再生可能エネルギーへの切り替え、
都市計画ならびに環境にやさしい建築における戦略的アプ
ローチ、大量輸送と長距離輸送鉄道の活用、そして有限な天然
資源に対する負荷を軽減するライフスタイルへの転換です。

本当に頼りになる再生可能エネルギー

2015年に世界が燃料燃焼により排出した二酸化炭素は323億
トンにのぼります（IEA 2017）。このうち67％が発電部門からの
排出です。kg ベースでは一酸化炭素やメタン、窒素酸化物ほ
ど環境に害はないものの、温室効果ガス年間排出量の80% 以
上を占めるなど、大気中の量が多いため、二酸化炭素は気候
変動や災害に大きく関係しているとされています。

さらに、燃料燃焼により大気や水システムに有害な物質が排出
され、地球上のすべての生物に影響を与えます。

現在、世界の電力に再生可能エネルギーが占める割合はわず
か13％未満です。再生可能エネルギー源は繰り返し利用でき、
また交換できるものと定義されます。再生可能エネルギー源に
は風力、太陽光、水力、バイオマス、廃棄物、地熱、潮力等が
あります。

アジア太平洋では、エネルギー供給安定化と温室効果ガス排
出削減を図る一方、増え続けるエネルギー需要にどのように対
応するかが課題となっています。世界的に不安定な石油価格と
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石油の枯渇が長期的なエネルギー供給に対する圧力となって
います。アジア太平洋では化石燃料資源の分布に偏りがありま
すが、再生可能エネルギー源については各国が少なくともひ
とつの資源を十分に有しています（図35）。ネパールは水力発
電のポテンシャルを83,000メガワット有しています。国内での
需要が年間10％増加したとしても2025年までに3,500メガワッ
トにしか届きません（Shukla et al.  2017）。さらに、東南アジア
の太陽光のポテンシャルは北欧の2倍です。インドをはじめ多
くの国は、住宅の屋上にソーラーパネルを置き、効率よく電気

を消費することで、5－15年にわたって家計の節約を支えること
ができます。こうした資源やクリーンで持続可能な技術におけ
るイノベーションを活用することで、アジア太平洋地域は将来
のエネルギー需要を持続可能な方法で満たすことができます。
さらに、省エネ促進は家庭レベルで非常に効用があり、エネ
ルギー安全保障の強化と化石燃料への依存度低減に資するで
しょう。マイクログリッドによるコミュニティレベルでの再生可
能エネルギー開発は、家庭、コミュニティ、そして国家レベル
でのエネルギー安全保障につながります。

図35：アジア太平洋地域における太陽光（左）と風力（右）の再生可能エネルギー源分布（IRENA 2017）
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アジアにおける様々な再生可能エネルギーの発電コストは図
36の通りです。実際のコストには人件費や立地等さまざまな要
因が影響しており、図のように広がりを見せています。図にあ
る赤色の破線は石炭ベースの発電コストの範囲を示していま
す。興味深いことに、集光型太陽熱発電と太陽光発電、洋上風
力発電のみ石炭ベースの発電よりも高コストとなっています。
現在、アジア太平洋では水力発電が再生可能エネルギー中で
コストが最も低くなっています（図36）。陸上風力発電について
は、設備利用率の向上や設置・運用・メンテナンスコストの抑
制により競争力が高まってきており、太陽光発電も同様です。

クリーンなエネルギーへの移行を軌道に乗せるためには、安定
した政策と明確な規制プロセスが必要です。再生可能エネル
ギー事業への投資を促す上で、一貫性のない複雑で不透明な

政策がこれまで最大の障壁となってきました。具体的なターゲッ
トを明確にし、政府がロードマップをはっきりと示すことで、再
生可能エネルギー事業への投資が大幅に促されるでしょう。

さらに、再生可能エネルギーへの投資は、国連気候変動枠組
条約（UNFCCC）締約国会議で採択されたパリ協定の目標（世
界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保
つ）を達成するには大きく遅れを取っています。再生可能エネ
ルギーへの民間投資にあたり、多くのアジア太平洋諸国は、従
来の補助金等に加え、デリスキング（de-risking）の枠組みを導
入しています。こうした新たなメカニズムは、多様なステーク
ホルダーからの投資を促し、様々な再生可能エネルギーへの
投資機会の提供につながるでしょう。

図36：アジアにおける各再生可能エネルギー技術の均等化発電原価
　　　赤色の破線は石炭ベースの発電コストの範囲
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エネルギー・水利用効率：将来のために節約しよう！

家庭での省エネは、光熱費や電気代が節約できるなど家計に
やさしく、また、気候変動を深刻化させている温室効果ガスの
排出削減につながります。同様のことは産業部門でも可能で
す。鉱業、農業、繊維工業、食品加工業においてエネルギー効
率を改善することは、財務上だけでなく環境にとっても良い結
果をもたらすでしょう。

エネルギーと同様に、アジア太平洋の産業活動において、水利
用効率はコスト削減の余地があり、持続可能な淡水消費の促
進につながる可能性があります。淡水は、食肉から飲料のアル
ミ缶まで、私たちが消費するもののほとんどに関係しています。
1本の飲料缶を作るのに20リットルもの水が使われます。一方、
家庭で利用する水はささいな量かもしれませんが、生命を維
持する貴重な資源としての理解を高め、意識して使う第一歩と
なります。もちろん、家庭での水の節約は家計の助けになり、
また、貴重な資源を守ることにつながるでしょう。

涼しい家

住宅・建築物は世界のエネルギー消費の40％を、世界の二
酸化炭素排出量の30％を占めています（Zang and Cooke, 
2010）。住宅・建築物のライフサイクルは長く、エネルギー消
費をロックインするため、もしこのまま対策を取らなければ、
それらの割合は2050年には2~3倍になると予測されています

（WBCSD 2018）。

住宅の設計は家庭での水利用・エネルギー効率に影響を与え
ます。図37にある通り、家庭での省エネを達成するためにさ
まざまな方法があります。住宅・建築物における最大のエネ

ルギー消費は冷暖房です（Ürge-Vorsatz 2015)。アジア太平洋
では、さまざまなグリーン技術に加え、エネルギー効率改善に
向けた設計ガイドラインが導入されています。持続可能な住
宅・建築物は、建築時の費用が若干割高ですが、従来の建物
に比べて維持費が安く済むため、初期費用の回収が可能です

（Weerasinghe 2017)。

持続可能な住宅・建築物の例として、オーストラリアのJosh’ s 
House が挙げられます。ABC テレビのガーデニング番組で司
会を務める環境科学者のJosh Byrne は、自らの家－Josh’ s 
House －を建てるプロジェクトを進めました。クーラーや暖房
を使わず、自家発電を行い、家庭菜園を耕し、水をリサイクル
しています。彼の建てた家はオーストラリアの住宅省エネ性能
基準で最高のスコア10を取得しました（Joshhouse.com.au)。
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図37：持続可能な家に変えるための方法

薄い色の外壁

省エネ性能基準を取得
した電化製品・照明

在来植物を植える

金属屋根／
薄い色の屋根

代替エネルギー源：
太陽熱温水器

高気密・高断熱な
建材

家の東側と西側に
木を植え、木陰を作る

太陽光パネル

流量の少ない
デュアル式水洗
トイレ

行動を変える：水を使わな
い時は蛇口を閉める

雨水をためて、
庭の水まき、
水洗トイレ、
洗濯に使う

行動を変える：使って
いない電気や機器は
電源を切る

持続可能な住宅・建築物：長期的な投資

設計の段階で選択する建材の種類は、省エネ、気候変動に対
するレジリエンス、快適さ等に関係し、長期の持続性に影響を
与えます。これらの選択は節電と密接な関係があり、気候変動https://joshshouse.com.au/videos/series-1-the-build/

ビデオリンク
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をやわらげ、住人の快適さを向上させます。再利用やリサイク
ルした建材を選ぶことで家庭のカーボンフットプリントを減ら
し、そして建築コストを大幅に削減することができるでしょう。

パッシブハウス（自然エネルギーを活用した省エネ住宅）は室
内の温度を気候に依存しており（ボックス22）、温室効果ガスの
排出だけでなく家庭の冷暖房代削減においても有用です。パッ
シブハウスは住宅の省エネ効果を高めます。昼間の最も暑い
時間帯に直射日光を最小限に抑え、断熱材や二重窓、省エネ
性能の冷暖房システムを取り入れることで、長期にわたり省エ
ネが可能になります。

パッシブハウスの考え方はそれぞれの国や地域の気候に適応
させる必要があります。自然エネルギーを活用した省エネの建
築物を設計したり、リノベーションにあたって持続可能なデザ
インを取り入れたりする他に、実際の省エネ状況をモニタリン
グすることも重要です。簡単なモニタリングの方法として、電気
代の明細にあるエネルギー使用量を確認することや、住人の
熱的快適性を測ることなどがあります。

ボックス22：パッシブハウスとは？

以下のビデオではパッシブハウスの基本的な原理を説明しています。

https://player.vimeo.com/video/74294955

ビデオリンク

https://player.vimeo.com/video/74294955
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あなたの通勤はどのくらい持続可能？

現在世界で最もエネルギー集約型であるのは交通部門です。
2015年、世界のエネルギー消費の29％は交通部門によるもの
で（IEA 2018）、1日一人当たり約1.1ℓの石油を消費したことに
なります。また、代表的な温室効果ガスである二酸化炭素を77
億3,780万トン排出しています（IEA 2017）。加えて、人間の健
康に係るコストや汚染による被害も発生しています。都市化に
より日常の移動距離が長くなったことで、私たちの生活は交通
なしには成り立たなくなっています（図38）。そのため、交通は
気候、エネルギーの安定性、健康や私たちの日常生活を脅か
します。

交通には多面的な問題があります。バイオ燃料、燃料電池、天
然ガス車等、化石燃料で走る車の代替となる選択肢が増える
一方で（Lopez et al.  2018）、自家用車の増加は根本的な問題
です。先進国では、旅客輸送の半分以上が自家用車によるもの
です。発展途上国では、自家用車と公共交通の利用は大体半々
になっていますが、所得が増えるに伴って自家用車の増加が予
想されています。 

アジアではオートバイの利用が非常に多くなっています。東南
アジアでは、道路車両の60～90％を2 輪車、3 輪車が占めてお
り（IEA 2018）、その多くは125㏄のオートバイです。ベトナムの
事例によると（Bray and Holyoak 2015）、オートバイは融通が
利き、早く移動ができ、そして手頃な価格で買えるため、人気
があります。イランでの研究（Hassani and Hosseini 2016）は、
100km の移動で比較するとオートバイは平均して車より燃料が
78％少なくて済むと推定されています。一方、同研究は、1km
当たりでみるとオートバイは車より二酸化炭素を250%、未燃
焼炭化水素を130％多くそれぞれ排出する一方、窒素酸化物は

87％少なく排出することも明らかにしています。購入費と維持
費だけを見ればオートバイは非常に良い選択肢かもしれませ
んが、社会的見地からの検討も必要です。

交通問題は技術的であると同様、社会的な問題でもあります。
どれくらいの人が電車やバス、自転車や徒歩で通勤しているの
でしょうか？ バス通勤は1km当たりの輸送排出量を最大99％
削減することができます。注目すべき事例としてシンガポール
の取り組みがあります。シンガポールは、公共交通サービス
を拡充して、自家用車の所有率を抑制する取り組みを進めま
した。ピークの時間帯に電車は2～3分に1本、バスは10分に
1本の間隔で運行しているほか、車両割当制度と電子道路課
金制度が導入されています（LTA 2017a; LTA 2017b）。シンガ
ポールの究極の目標は、2030年までに自宅から徒歩10分以
内に駅を整備することです。さらに、長距離の移動を減らすた
めに、同じ地域に住宅とオフィス、娯楽施設を融合させる複合
土地開発が主流となってきています（Banister 2008)。シンガ
ポールはまた、町の中でのウオーキング、ジョギング、サイク
リングを推奨しています。オーストラリア・アデレード市は、シ
ンガポールの取り組みを見習い、独自の複合土地開発指針を
策定しました（https://www.cityofadelaide.com.au/planning-
development/ ）。

交通におけるインターネット技術の活用も注目されています
（図39）。例えば、アジア太平洋の多くの都市で自転車シェア
が行われています。中国・上海では、携帯電話のアプリを使っ
て予約を行うなど、インターネットですべての手続きが可能で
す。また、インターネットの普及により、家で仕事や会議ができ
るテレワーク、ネットショッピング、乗車予約等の機会が増えて
います。

https://www.cityofadelaide.com.au/planning-development/
https://www.cityofadelaide.com.au/planning-development/
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図38：バンコクの交通渋滞

出典：GEO-6 Asia-Pacific Regional Report
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図39：レンタル自転車
（写真左）利用者は自転車の後ろにあるコードを携帯電話でかざします。

出典：Lingmin Peng, Tongji University, Shanghai, China

都市計画のあり方

スプロール化を招く無秩序な都市開発は価値のある自然を損
なわせます。都市化は有限な耕作可能地及び自然景観と競合
するものであり、その結果、環境や食料安全保障、水供給そし
て地域資源に悪影響を及ぼします。無秩序な都市化は、貧困、
失業の増加そして社会サービスの欠如といった社会問題につ
ながる可能性があります。

水は生命の源

水は生命の源ですが有限な資源です。アジア太平洋で都市化
が進むにつれ、大量の雨水は不浸透性の地面に吸収されなく
なり、水路や湾に流れ出るタイミングやスピード、水量が変化
しています。水循環に配慮した都市計画は、豪雨による雨水が
水路であふれないよう、出来る限り自然な水循環に倣うもので
す。都市計画において排水や雨水管理を考慮することは、洪水
リスク削減、自然な水循環の確保、健全な水界生態系保全の
ための重要な適応策です(City of Greater Geelong 2018)。
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世界の全取水量の70% を農業用水（灌漑）が占めています。灌
漑を効率化して農業用水管理を改善することで、淡水の利用可
能量を増やし、農業開発を進め、土壌侵食を防ぎ、ひいては農
業生産量の増加・多角化が可能になります（Wenzlau 2013）。
農業における水効率性の向上により、水安全保障を確保し、増
加する人口に十分な食べ物を供給することができるようになり
ます。農業における水の問題は、人口が2050年までに50億人
に達すると予測されているアジア太平洋地域では極めて重要
な問題です（UN 2014）。

4.5   いま注意をして、明日を生きよう

都市化やインフラ開発は今後も続いていきます。持続可能な
デザインや習慣は、将来世代のより良い生活の質を確保する
戦略の一部でなくてはなりません。所得格差、文化の違い、そ
してジェンダー問題のような社会経済的課題に常に注意を払
い、取り組みを進めていく必要があります。低所得層は、洪水
や地滑りが起きやすいリスクの高い地域に住む傾向があり、一
層脆弱な存在となっています。文化の違いはまた、都市の社会
的結束に関係し、主に災害時の対応における意思決定に大き
く影響します。さらに、ジェンダーへの配慮は持続可能な社会
への移行において非常に重要です。実際に最近の研究によれ
ば、既存の社会が性差分業型であるため、女性は家庭のエネ
ルギー消費に大きく影響しています。

さらに、コミュニティは、気候変動により頻発かつ深刻化する
気候関連の災害に対してレジリエントでなくてはなりません。
気候変動の影響への脆弱性は、人々の社会経済的地位が関係
することから、技術的側面に焦点を当てるだけでは十分ではあ
りません。不幸なことに、気候変動の結果、住み慣れた土地を

追われ、人身売買に陥るケースも多くあります。気候関連の災
害から影響を受けるのは、特に国内避難民、母子家庭、災害で
両親を失った子どもたちです。私たちを分断する多くの社会的
要因があるかもしれません。しかし、私たちが生きるのはかけ
がえのないひとつの地球であり、私たちをつなぐ絆もまた沢山
あるのです。

水・食料システムにおける持続可能性とレジリエンスはどちら
も同じく重要な問題です。コミュニティや暮らしの持続可能性
とレジリエンス向上に向けて私たち一人一人ができる取り組み
は数多くあります。こうした意識のあるコミュニティは絶えず変
化する世界の課題に立ち向かい、将来世代にわたって取り組
みを進めることができるでしょう。次の最終章では、SDGs や環
境問題に対するユースの視点を示し、社会の変革に向けてユー
スとして何をすべきかを考えます。
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ちょっとしたコツとお勧め：

•	 気候関連の災害に対する自宅の耐久性を知り、地域のハザードマップ等を確認しましょう。
•	 地域の防災訓練に参加しましょう。
•	 車ではなく公共交通機関を使いましょう―時間通りに到着できます。
•	 水やエネルギー消費について考えましょう―節約して、地球を救おう！

ボックス23：バイオリニストの式町水晶さん

式町さんは、2011年の東日本大震災で発生した津波の流木で作られた「TSUNAMI バイオリン」を演奏する若手バイオリ
ニストです。彼はバイオリンを通じて病気（脳性麻痺）を乗り越えるなど、個人的なレジレンスを兼ね備えています。そして
現在、音楽を通じて、レジリエントな社会づくりに取り組んでいます。

このインタビューはGEO-6ユースのために行われました。東日本大震災の被災地を訪れた時に作曲した「希望への道～
The Road to Hope～」の演奏も収録されています。

https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth

   ビデオリンク

https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth
https://www.iges.or.jp/jp/projects/unea4/geo-6-youth


第	 章

行動に移す
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5.1   私たちの目標、私たちのビジョン

 
表1：ユースが考える2050年

ユースが想像する世界では… ユースはこんな世界を決して望んでいません…

2050年2050年
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表1：ユースが考える2050年

出典：independent survey conducted by GEO-6 for Youth Asia-Pacific team.
図：Mirza Nasir Baig, 2016 International Cartoon Competition on Environmental Protection

ユースが想像する世界では… ユースはこんな世界を決して望んでいません…

アジア太平洋地域の人口増加は鈍化したようです。貧困ゼロ
を達成し、所得格差、ジェンダーギャップ、そして差別は2020
年に比べて大幅に是正されました。すべてのエネルギーが再
生可能です。すべての家庭がエネルギーを自給し、ゴミや排
水を処理しています。ゴミは減り、メーカーが3R（リデュース、
リユース、リサイクル）を100％実践することでゴミゼロを達成
した国さえあります。

奇跡的ですが、国際社会は核兵器を含むすべての兵器を禁
止しました。兵器に使われていた軍事費は教育向上のために
使われるようになりました。

地球の半分以上の土地が自然保護区に指定され、残りの土
地は「里山」となりました。里山では、人々が自然からのさま
ざまな恵みを享受しながら自然と調和して暮らしています。

世界中のさまざまな人たちの努力によって、生物多様性が少
しずつ取り戻されています。肉は、生産過程での水使用量、
窒素及び二酸化炭素排出量に応じて課税されるようになった
ため、おいしいベジタリアンメニューが一般的な食事となりま
した。有害な農薬や化学肥料は使われなくなったため、野菜
や果物を洗う必要もありません。

人々は幸せで満ち足りています。
楽園のようです。

工場で生産された肉に見つかった突然変異のウイルスによる
感染症が大流行し、人間は徐々に死に絶えています。

北極・南極の氷が大量に溶けたことで、2020年と比べて海面
は8mも上昇しました。もはや自然の森はありません。残り少
ない化石燃料資源を手に入れようと絶えず争いが起こってい
ます。数年前、世界の大都市の多くで核爆弾を使った同時多
発テロが起こり、それらの都市には住めなくなりました。

飲み水は制限され、水道が使えるのは1日に一度だけです。
裕福な人たちだけがきれいな水というぜいたく品を手に入れ
ることができ、残りの多くの人たちはウイルスや病原菌、そし
て残留薬剤に汚染された水を使うしかありません。

土地の汚染がひどく、農家は工場で作物を育てるしかありませ
ん。天気は燃えるような暑さか、土砂降りのどちらかです。頻
繁に洪水が起き、その後には強盗や凶悪な犯罪が多発して社
会不安が起こります。害虫のゴキブリ、ハエ、蚊が大繁殖する
一方で、他の虫は殺虫剤の使いすぎで絶滅してしまいました。

海は「大太平洋ゴミ地帯」を除いてからっぽになりました。「大
太平洋ゴミ地帯」はオーストラリアよりも大きくなり、消えてし
まった南極大陸の代わりに「ゴミ大陸」と呼ばれています。

人々はもはや悪夢について話すことはなくなりました。
なぜなら、毎日悪夢の中に住んでいるからです。
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ユースとSDGs

2015年9月に、国際社会は2030年までにより良い社会を実現
するための世界的な目標と新しいビジョンに合意しました。そ
れがこの報告書の序文で述べた17のSDGs を含む「持続可能
な開発のための2030アジェンダ」です（下記リンク参照）。
http://www.undp.org/content/undp/en/home/sustain- 
able-development-goals/

「GEO-6ユース：アジア太平洋」調査の中で、環境問題の解決
に向けて最も重要なSDGとはという問いに対して、ユースは
SDG12: 「つくる責任つかう責任」と答えました。「GEO-6 Asia-
Pacific 2015 報告書」もSDG12が地域の経済的な変革の鍵に
なると述べています（UNEP 2015）。経済成長と持続可能な開
発を達成するためには、商品や資源の消費と生産の方法を変
えることによって、エコロジカルフットプリントを早急に減らす
必要があります。世界人口の大部分は、基本的なニーズを満た
すのにさえ少なすぎる消費で暮らしています。小売及び消費者
のレベルで一人あたりの食品廃棄物を半分にすることも、より
効率的な生産及びサプライチェーンを作り出すために重要で
す。これは食料安全保障につながり、私たちは資源効率の良い
経済にシフトできます。

しかし、SDG 17「パートナーシップで目標を達成しよう」の重
要性を認識していたのは、調査対象のユースのわずか20％で
した。SDG17は、他のすべての目標（SDG1～16）を結びつける
重要なものであるにもかかわらずです。SDG 17達成に向けた
手段のひとつがキャパシティビルディング（能力開発）です。政

府と市民社会は、ユースの抜本的な意識向上を促し、国際・地
域・国家レベルでの対話、計画及び実施にユースを積極的に
関与させていくべきです。そのためには、技術や知識へのアク
セスを改善することが重要です。しかし、世界人口の半分以上、
つまり40億人がインターネットにアクセスできない状態にあり、
その90％は発展途上国の人々です。インターネットに簡単にア
クセスできる人を増やすことで、SDGs の達成度に大きな違い
が生まれるはずです！

第1章で示したように、SDGs 達成に向けた積極的な変化を起
こしていく主体として、ユースの役割は非常に重要です。今日
の若い専門家は、今後意思決定の最前線に立ち、ロールモデ
ルになるでしょう。将来のリーダー、教育者、ビジネスマン、そ
して持続可能な社会への推進力として、環境問題を革新的か
つ統合的な方法で解決する存在になるのです。

5.2   いま、行動しよう

ユースの見方

先にふれたように、ユースの見方を知るためにオンラインの調
査が行われました。アジア太平洋地域の200人以上のユースた
ちが、SDGs や地球環境の現状についての意見や理解、そして
将来についての考えを回答しました。地球環境の現状について
は、91％が「地球環境は悪化している」と答えました（図40）。一
方で、約半数のユースが環境問題に直面した際に自分には行動
に移す力があると答えたことには勇気づけられます（図41）。

http://www.undp.org/content/undp/en/home/sustain- able-development-goals/
http://www.undp.org/content/undp/en/home/sustain- able-development-goals/
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図40：ユースの見方: 地球環境は悪化していますか？
「全くそうは思わない」という回答はありませんでした。

図41：ユースの見方：環境問題に直面した時、どうしようもないと感じる。

出典：GEO Youth for Asia and the Pacific Survey

出典：GEO Youth for Asia and the Pacific Survey

強くそう思う：64%そう思う：27%

どちらでもない： 7%

全くそうは思わない
（私にも何かできることがある！）：17%

強くそう思う：5%

そう思う：16%

どちらでもない：28%そうは思わない：34%

そうは思わない 2%
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同じ調査で、ユースは現在の環境問題に対処する上で最も重
要な三つのSDGsとして、SDG12： 「つくる責任つかう責任」、
SDG13： 「気候変動に具体的な対策を」、SDG4： 「質の高い教
育をみんなに」を挙げました。以下の事実から、これらのSDGs
に集中して取り組む緊急性が見えてきます。

「つくる責任つかう責任」
毎年約13億トンの食料が廃棄されている一
方で、20億人が飢えて栄養不足になってい
ます。同時に、世界の約20億人が肥満また
は太りすぎです。

「気候変動に具体的な対策を」
1970年以降、自然災害の発生数はほぼ4倍
になりました。1901年から2010年の間に、
気 温 が 上 昇し、氷 が 解 けた た め、海 面 は
19cm 上昇しました。

「質の高い教育をみんなに」
世界中で1億300万人のユースが基本的な
読み書きの能力を持っておらず、そのうち
60％は女性です。発展途上国では、4人に1
人の女の子が学校に通っていません。

.

ゲームチェンジャーとしてのユース

アジア太平洋は、成功のロールモデルと挑戦の宝庫です。ボッ
クス24は各地で成果を収めているイニシアチブを示していま
す。

ユースは地域全体の様々なレベルで行動しています。あなたの
行動計画は何ですか？

あなたの見方はいかがでしょうか？

同じ質問に対するあなたの考えを聞かせ下さい。
https://goo.gl/forms/JregH5XFblftNeGH3

アンケート結果は2019年6月5日の世界環境デーに開催される「環境と持続可能性に関する国際学生会議
（International Student Conference on Environment and Sustainability）」にて発表されます。

https://goo.gl/forms/JregH5XFblftNeGH3 
https://goo.gl/forms/JregH5XFblftNeGH3 


85第5章  行動に移す 85

ボックス24：アジア太平洋地域で展開するユースと子どものイニシアチブ

布ポスターのアップサイクル
韓国では、毎年約5,000t の布ポスターが作成され、そして廃棄されています。ゴミ対策として、韓国産業技術大学
及び祥明大学ではキャンパスで使われた布ポスターからエコバッグを作り配布しました。2008年にユースにより立
ち上げられた社会的企業Touch4Goodでも布ポスターのアップサイクルを行っています。Read more. 

世界最大のビーチクリーン作戦
2015年、インド・ムンバイのバーソバ・ビーチはゴミの山と化していました。見かねたAfroz Shahと近所の人たち
でビーチクリーンをはじめ、すぐに賛同者によるバーソバ・ボランティア・グループが立ち上がりました。2016年に
は国連環境計画より「史上最大のビーチクリーン作戦」として表彰されました。Read more.

持続可能な衛生管理
インドネシア・バリ島のYuyun Ismawati はコミュニティによるゴミや下水などの衛生管理を行うプログラムを実施
し、環境を改善するだけでなく地元の貧しい人々へ雇用を創出しました。Ismawati はまた、インドネシア初の廃棄
物管理法を国が起草するのを支援しました。Read more. 

画期的な太陽熱温水器 
マレーシアのTeoh Siang Teik は起動するのに電気を使わず、身近に手に入る安価な素材で作ることのできる太陽
熱温水器を発明しました。Read more. 

環境意識の向上
ニュージーランドの保育園のネットワークであるKindergartens South は教育における環境活動で表彰されました。
4ha の土地で実践されている自然発見プログラムでは、11の保育園の子どもが環境について学び、生態系に関する
自分のアイデンティティを成長させる機会を得ています。Read more. 

https://www.koreaexpose.com/election-banners-upcycle/
https://www.unenvironment.org/news-and-stories/press-release/afroz-shah-and-un-environment-celebrate-100-week-anniversary-worlds
https://www.goldmanprize.org/recipient/yuyun-ismawati/
http://content.time.com/time/world/article/0,8599,2054086,00.html
https://ska.co.nz/
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フィジーの植林イニシアチブ 
フィジー・ビアウセブ村のユースはフィジーの在来種を植林することによって生物多様性の保全に貢献しています。
この植林プロジェクトを通じ村民に共通目的ができ、天然資源を守る重要性に関する意識が高まりました。
Read more. 

モンゴルの緑化
Tsendsuren Deleg はモンゴルで初めて被子植物の苗木栽培所を立ち上げました。彼女の苗木栽培所は毎年
850,000本の苗木や植物を栽培し、モンゴルの緑化だけでなく雇用創出にも貢献しています。Read more.

前向きな変化のきっかけとなった森林農業
タイ・カオディンでは、地元住民がそれまでの単作換金作物のかわりに森林農業を取り入れ、食料や木材、薬にな
る多種多様な樹種・作物を栽培するようになりました。減少の一途をたどっていた緑地面積も増加に転じ、生態系
も健全になり、コミュニティの結束も強くなりました。Read more.

Pollinate Energy（ポリネート・エネルギー）
インド・バンガロールのスラムに暮らす子どもたちに勉強するための照明を提供する目的で、6人のオーストラリア
の若者がPollinate Energyという団体を2012年に立ち上げました。その後、流通網の整備やアプリ開発を行い、浄
水器や清潔な調理器具、衛生用品も配布しました。現在ではバンガロール以外の都市にも活動を拡大し、貧困の
サイクルを断ち切るための様々な製品を提供しています。Read more. 

森林破壊を止めるための高効率ストーブ
ベトナム・ソンラの主要作物はトウモロコシです。Nguyen Duc Chinh は薪を使わずトウモロコシの軸や皮を燃料
にできる改良ストーブを発明し、森林破壊対策に貢献しました。Read more. 

https://www.pacific.undp.org/content/pacific/en/home/ourwork/resilience-sustainable-development/successstories/environment_proctect_envt.html
http://www.fao.org/mongolia/programmes-and-projects/success-stories/forest/en/
https://www.eastwestcenter.org/news-center/east-west-wire/a-thai-villages-ecological-success-story-offers-important-lessons
https://pollinategroup.org/
https://asiafoundation.org/2013/06/26/vietnams-youth-environmental-movement-takes-off/
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持続可能な弁当箱
スリランカのTharushi Widushika Rajapaksa（当時17歳）は再利用でき生分解性の材料から作られた弁当箱を発明
し、プラスチックゴミを減らすことに貢献しました。Read more. 

ゴミを燃料に
中国のユースShutong は調理に使われた廃油から交通用バイオディーゼルを作る会社を起業しま
した。空路・陸路・海路における食料安全・廃棄物・環境汚染 それぞれの課題を同時に解決して
います。Read more. 

持続可能な未来のための布ナプキン
サモアのAngelica Salele は再利用できる生理用布ナプキンを普及させようと活動しています。 
Read more. 

繰り返し使ってゴミ削減
フィリピンのFides Gimenez はGoZero を起業し、使い捨てプラスチック製品の代わりに使える金属
製ストローや竹製歯ブラシを販売しています。Read more. 

ロボットで環境にも人間にもやさしい働き方を
障がい者によって遠隔で操作されたロボットが接客を行うカフェが2018年に東京でオープ
ンしました。開発者であるオリィ研究所代表の吉藤健太朗は高校生の時に発明家としての
キャリアをスタートさせ、2016年にはフォーブス誌から「アジアを代表する30歳未満の一人」
に選ばれました。彼のロボットは遠隔で教育を受けている子どもやテレワーカー、障がい
者などにより世界中で活用されています。Read more. 

https://www.bbc.com/news/av/world-asia-44799679/plastic-waste-saving-the-planet-one-lunchbox-at-a-time
http://www.motioneco.com/
https://www.unenvironment.org/people/angelica-salele
https://www.facebook.com/ANCalerts/videos/10155232992363791/
http://orylab.com/
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一緒に達成できること

これまでの章では、様々な環境問題と対応策について取り上げ
てきました。そして調査を通じて、あなたたち読者のようなユー
スが、いますぐ変化が必要であることを示してくれました。本
当に社会を変えていくためには、何をする必要があるのでしょ
うか？

共同での行動を必要とする重要な取り組みとして、科学とビジ
ネスの間での政策対話があります。このデジタル時代におい
て、ユースは多くの誤った情報や見解にさらされています。従っ
て、健全な科学に基づく意思決定を促進しなければなりませ
ん。さらに、世界的な大企業を巻き込まずして、本当の変革は

実現できません。私たちだけで出来ることはそれほど多くあり
ません。ユースである読者の皆さんは、この報告書で取り上げ
た問題に対して行動を起こすために、政策立案者と企業に等し
く影響を与えなければなりません。

SDGs を達成するには政府による強力な政策実施と環境への取
り組みが必要です。そして私たちユースが積極的にサポートし
なくてはなりません。政府は責任をもって政策を実施し取り組
みを進め、ユースはシチズンサイエンス（市民が参画する科学
研究）とシチズンジャーナリズム（市民から記事を集うジャーナ
リズム）を通してそれらの評価とモニタリングを支援することが
できます。市民が参画することで様々な確執が緩和され、多様
な意見や解決策が生まれます。

「GEO ユース：アジア太平洋」で紹介されている行動やちょっとしたコツとお勧めに従って、以下に参加しましょう。

（1）あなたのコミュニティで電子書籍を活用してみて下さい。または、あなたが参加するイベント
	 （ミーティング/ セミナー）で環境持続可能性に関するセッションを開催してみて下さい。

イベントの写真/ ビデオを以下にメール下さい。geo6-youth.asiapacific@un.org   

（2）選択したSDGs について、あなたの大学または家族やコミュニティで行動を起こし、写真/ ビデオを添えて概要
を以下にメール下さい。geo6-youth.asiapacific@un.org

（3）「Youth Empowerment – 2018-2019 International Cartoon Competition on Environmental Protection」
（ユースのエンパワメント - 環境保護に関する2018年国際漫画コンテスト）に参加して下さい。
http://cartoon.chinadaily.com.cn/zhuanti/dasai/2018/dongtaiview.shtml?id=1860

（4）SDGs に関するあなたの見解を共有し、その推進を支援して下さい。
	 https://goo.gl/forms/JregH5XFblftNeGH3

革新的なアイデアを持つアジア太平洋からの参加者は、中国・上海の同済大学で開催される世界環境デー会議2019に
招待され、世界中のユースリーダーと知見を共有します。

mailto:geo6-youth.asiapacific%40un.org%20?subject=
http://cartoon.chinadaily.com.cn/zhuanti/dasai/2018/dongtaiview.shtml?id=1860
https://goo.gl/forms/JregH5XFblftNeGH3
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環境と持続可能性に関する国際学生会議
同済大学（中国・上海）

環境と持続可能性に関する国際学生会議（International Student Conference on Environment and Sustainability: 
ISCES）は、2011年以来、国連環境計画、同済大学、北京青少年環境財団及び新華社通信によって毎年世界環境デー（6
月5日）の週に開催されています。ユースが国際舞台で環境と持続可能な開発に係わる問題について発表する機会を提供
しています。

世界環境デーをはさみ2019年6月10日～14日に開催される環境と持続可能性に関する国際学生会議2019への参加登録
はこちらから：
場所：同済大学（中国・上海）
日程：2019年6月10日～14日
問い合わせ先：unep_tongji@tongji.edu.cn 
ウェブサイト：http://unep-iesd.tongji.edu.cn/

環境保護に関する国際漫画コンテスト

本コンテストのテーマは「ユースのエンパワメント/ ユースの行動」です。環境保護に関連する作品も受け入れますが、
コンテストのテーマに沿ったものにして下さい。

主催：中国日報、国連環境計画、世界自然保護基金（WWF）、中国環境保護基金会、中国新聞漫画研究会、同済大学

ウェブサイト：http://unep-iesd.tongji.edu.cn/index.php?classid=169&newsid=3043&t=show

mailto:unep_tongji%40tongji.edu.cn%20?subject=
http://unep-iesd.tongji.edu.cn/
http://unep-iesd.tongji.edu.cn/index.php?classid=169&newsid=3043&t=show
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さらに、買い物や利用するサービスを意識することで、ユース
はビジネスに影響を与えることができます。重要な環境問題に
ついて十分な知識を持ち、理解を深めることで、地球と将来の
世代の為に正しい決断を下すことができるようになります。

ユースができる具体的な行動の詳細については「The Lazy 
Person's Guide to Saving the World」を参照して下さい。

5.3   あなたが見たいと思う世界にしよう

現在、環境は多くの課題を抱えており、悪化の一途をたどって
います。何千年もの間、地球と人類は、素晴らしく豊かな関係
を共有してきましたが、やがて人類は地球の資源を使い果たす
ようになり、地球の状態を大きく変えてしまいました。もはや終
末を迎えることは避けられないように思えるかもしれませんが、
まだ戦いに負けたわけではありません。より良い明日のビジョ
ンに向けた最善の道筋を見出し、ともに努力していきましょう。
たしかに私たち一人一人のできることには限界がありますが、
家族、コミュニティ、国、地域及び世界レベルでの連携は大き
な影響をもたらし、素晴らしい結果につながります。さあ、私
たちの番です。一緒に行動しましょう！

私たち執筆者は楽しみながらこの報告書をまとめることができ
ました。読者の皆さんも同様に楽しんで読んでいただけていた
ら幸いです。そして、この報告書から学んだことを世界に広め
て下さい！

 GEO6 ユース：アジア太平洋 チームより
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